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序　　　　　文

日本国政府は、イラン・イスラム共和国政府の要請に基づき、大テヘラン圏総合地震防災及び

管理計画に係る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することと致し

ました。

当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 14 年 3 月 31 日

より 4 月 25 日までの 26 日間にわたり、東京大学生産技術研究所都市基盤安全工学国際研究セン

ター助教授　目黒公郎氏を団長とする事前調査団（S ／W 協議）を現地に派遣しました。

調査団は本件の背景を確認するとともに、イラン・イスラム共和国政府の意見を聴取し、かつ

現地踏査の結果を踏まえ、本格調査に関する S ／W に署名しました。

本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 14 年 5 月

国 際 協力事業団　　

理事　泉　堅二郎　
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第 1 章　事前調査の概要

1 － 1　要請の背景

（1）イラン国（面積162 万km2、人口6,200 万人、1 人あたりGNP1,650 米ドル、1998 年統計）の

首都テヘラン市（面積 720km2、人口 800 万人、2000 年推計）は、世界でも屈指の地震多発地

帯に位置しており、約 150 年周期でたびたび大地震に見舞われている。テヘランから 200km

西部に位置するマンジール市では 1990 年に大地震が起き、死者 3 万 7,000 人の被害が発生し

ている。テヘランでは 1830 年以来大きな地震は発生していないが、20 世紀以降急激に都市化

が進んでおり、ひとたび大地震が発生すれば未曽有の大惨事になることが想定される。この

ような状況にあるにもかかわらず、テヘラン市には大地震に備えた適切な防災システムが無

く、地震防災計画の策定が急務になっている。

（2）同国政府の要請に基づき、JICA は 1998 年から 2000 年にかけて、「大テヘラン圏地震マイク

ロゾーニング計画調査」を実施した。同調査では GIS（地理情報システム）を活用した自然・

社会条件のデータベース化、地盤調査、地震シナリオの設定、被害想定等を行い、地震防災計

画作成の基本情報にあたるマイクロゾーニングマップを策定した。調査の結果、最悪の場合、

死者数 38 万人にも及ぶ被害が見込まれることが判明した。

（3）地震被害規模が算出されたことを受け、平常時→地震直後→復興期と系統立てた被害緩和

措置を取りまとめる必要が強く認識されたが、2000 年にテヘラン市の防災計画の策定及びそ

の実施の責任が国から市当局に移管され、現在は実質上の移行期間にあるというのが実情で

ある。そのため、組織体制や基本方針等は依然流動的であり、総合的な防災対策を講じるため

の関連組織間の連携も適切に図られていない。また、マスタープランの策定は市の「地震環境

研究所（CEST）」がその責を担うこととなったが、CEST には十分な技術と経験が蓄えられて

いない。このような状況を改善するためには防災対策の全体像を描き、防災関連組織毎の役

割分担を行い、効果的な防災対策を着実に実施していくことが肝要になっている。

（4）上記経緯を踏まえ、イラン政府は 2000 年 8 月、大テヘラン圏を対象とした総合地震防災管

理計画を内容とする開発調査の実施を日本政府に要請してきた。これを受け、今般、S ／W の

協議及び署名を目的とし、事前調査団を派遣することとした。

1 － 2　事前調査の目的

テヘラン市（全 22 区）における防災能力の強化を目的として、地震防災対策のマスタープラン

を策定することが本格調査の目的。それに先立つ事前調査においては、本格調査に関する情報収

集及び S ／W の署名・交換を行う。
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（1）調査名

調査対象地域の拡大に伴い、名称を「テヘラン市（Tehran City）」から、「大テヘラン圏（the

Great Tehran Area）」に改める。

（2）委員会の設置

イラン側は、関係者の積極的な関与を図るため、2002 年 5 月までに、運営委員会（ステア

リング・コミティ： S ／ C）、技術委員会（テクニカル・コミティ：T ／C）、実行委員会（イン

プリメンテーション・コミティ： I ／ C）を設置する。日本側は、３委員会が設置された後に、

本格調査団を派遣する。CEST は特に T ／ C に関し、必要な予算措置を行う。

（3）カウンターパートの任命

CEST は、2002 年 5 月までに、適切な人数のカウンターパートを任命し、そのリストを日

本側に提出する。日本側は、人員リストが提出された後に、本格調査団を派遣する。

（4）調査のトレース

調査結果をたどる（trace）ためにすべてのプログラムを提供するようCEST から依頼があっ

たが、自社用に開発したプログラムも含まれることから困難であることを調査団は説明した。

CEST は供与可能なプログラムについて改めて要請したことに対し、調査団は資機材供与に係

る JICA の手続きを説明するとともに、技術移転と持続可能性の観点から十分に考慮すること

を述べた。これらを踏まえ、調査過程をたどることの重要性にかんがみ、技術移転に十分留

意することとする。また CEST は適正な技術者を配置することとする。
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（5）視覚型資材の作成

調査結果をよりよく理解するために、映画やビデオ等の視覚型資材は重要である。CEST か

ら調査を通じて当該資材を作成するよう要望があったことに対し、調査団は必要なデータの

提供と作成上の指導は日本側が行ってもよいとした。

（6）ワークショップの開催

関係者に対し、技術移転を図るため、定期的にワークショップを開催する。

（7）セミナーの開催

調査結果を広く関係者に知らしめるため、セミナーを開催する。CEST からはセミナーごと

にパンフレットを作成するよう要望があったことに対し、調査団はその要望を JICA 本部に持

ち帰ることとする。

（8）カウンターパート研修

CEST から日本でのカウンターパート研修の要望があったことに対し、調査団はその要望を

JICA 本部に持ち帰ることとする。

（9）報告書

最終報告書は一般公開とする。また CEST から、最終報告書に加えて、途中段階での報告

書（IC ／ R、P ／ R、IT ／ R、DF ／ R）についても電子データを提供するよう要望があった

ことに対し、調査団はその要望を JICA 本部に持ち帰ることとする。

（10）財源の予備的検討

フェーズ III のアクションプラン策定段階において、財源の予備的検討を行うようCEST か

ら要望があったことに対し、調査団はその要望を JICA 本部に持ち帰ることとする。
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第 2 章　地震防災の現状と課題

2 － 1　調査対象地域の概要

2 － 1 － 1　テヘラン市の地形・地質

イラン国の首都であるテヘラン市には、1996 年の人口センサスによれば、全人口約 6,000 万

人の 10％以上を占める約 670 万人の人々が暮らしている。特に、近年は政治・経済の中心都市

として発展を続けており、周辺地域を含む大テヘラン圏は人口 1,000 万人を超える巨大な都市

圏を形成しつつある。

テヘラン市は、4,000m 級の山々が連なるアルボルズ山脈の麓に広がっており、北部（標高

1,800m）から南部（同 900m）にかけてなだらかに傾斜している。さらに北西部から南東部にか

けての 3 方向は山脈に囲まれている。地形はテヘラン市の商業中心街を含む中央部平地を中心

に、北部・東部の丘陵地域、更に西部・南部平野に大別される。

地質性状も鮮新世の第四紀層及び氷河期堆積物等が分布しているが、その形状は前述の地形

分布と同様な傾向である（図 2 － 1 参照）。例えば、中央部平地では第四紀層の旧段丘から形成

されている。これらの堆積物は砂礫層ないし粘性土であり、東京・名古屋等の日本の沿岸地帯

に位置する大都市の地質と比べれば、一般的に“堅い地盤に覆われている”と考えてよい。

なお、テヘラン市周辺には、いくつかの活断層の存在が確認されている。それらのなかで地

震防災上警戒を要する断層として、以下のものがあげられる。

①　テヘラン市南部の古都レイ周辺の南・北レイ断層

②　テヘラン市北部からアルボルズ山脈にかけての北テヘラン断層

③　テヘラン市北方から北東部を走るモシャ断層

前回調査では、レイ断層を震源とする地震による被害が、テヘラン市にも大きな災害をもた

らすという結果であった。
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2 － 1 － 3　テヘラン市の概要

テヘラン市の歴史は、13 世紀に来襲したモンゴル人によって、当時の首都であったレイが破

壊され、避難民などが近隣の地に移住して来た時から始まる。16 世紀のサファビ朝時代に、現

在のバザールを含むオールドテヘランが城壁で囲まれた。さらに、カザール朝によって 1788 年

にテヘランが首都と定められ、古い城壁を壊してその外側に新たな城壁を含む市街地が建設さ

れた。こうして 19 世紀後半までに、現在の旧市街地と言われる地域を中心に、人口 20 万人程

度の都市へと発展した。

1925 年のパーレビ朝以降は、近代都市として水道設備の建設、城壁の解体、道路の拡幅等が

実施された。特に 1960 年代以降はオイルマネーによる近代化がイラン社会を席捲し、テヘラン

市も急激に近代化された。その後市街地は、北、東、西の各方向へに拡大し続け、今日のテヘ

ラン市が形成されるに至っている。

20 世紀に入ってからのテヘラン市の人口推移は、表 2 － 2 に示すとおりである。

図 2 － 2  レイ断層モデルによる震度分布

（出所：イラン国大テヘラン圏マイクロゾーニング計画調査 ファイナルレポート）
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しかしながら、上記のデータは 1996 年当時であり、その後の人口流入を考慮すると、現時点

では更に増加していることが予想される。また、現地踏査の結果から推測すると、テヘラン市

の中心部に加えて周辺地域においても相当程度の速さで人口が増加している。

特に人口密度の高い地区では、一般に大地震時の死傷者数が増大する傾向がある。前回のマ

イクロゾーニング調査で、地震動による被害要因（震度、住宅被害率、死者率）と社会状況によ

る被害要因（人口密度、空地率、狭い道路の比率）に基づいて、各地区の包括的な地震危険度を

検討しており、その結果は表 2 － 4 のとおりである。

表 2 － 4　各地区の地震危険度評価

なお、東京都23 区の都市計画区域面積は平成7 年の調査によれば、6 万 1,324 ha で人口が 796

万 8,000 人であり、ほぼテヘラン市 22 地区と同規模であることが分かる。

2 － 2　イラン国の地震防災

イラン国の地震防災を取り巻く状況の基本的な部分は、前回調査を開始する時点と大きくは変

化していない。そこでまず前回同様の資料を示してイラン国の地震防災の全体像を説明し、その

後に前回調査から今回の事前調査までの間に変化した部分を説明する。そして最後に本件調査の

カウンターパートである CEST についての近況を紹介する。

図 2 － 3　22 地区と人口密度

（出所：Statistics Center of Iran）

表 2 － 3　テヘラン市の人口等
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（1）研究者のレベルと数

イランにおける地震被害の現状や存在している構造物の耐震性など、具体的な地震防災技

術のレベルとその実施率は別として、イランの地震工学研究のレベルは高く、研究者は日米

やヨーロッパの研究者と同じような課題に対して同じようなアプローチ法で研究を進めてい

る。表 2 － 5 に、イランの地震学や地震工学研究に携わる専門家の数と学位取得状況を示す。

トータル 220 名ほどの研究者、うち 96 名は Ph.D. を取得しており、この数は世界的に見ても

決して少ない数ではない。人数が Ph.D. ＞ M.Sc. ＞ B.Sc. となっているのは、研究者を対象

としているためであり、当然これ以外に多くの実務者（B.Sc. その他）が存在している。

表 2 － 5　地震工学・地震学分野におけるイランの専門家数

上でイランの研究者が先進国と同様の研究対象を同様の手法で行っていることを述べたが、

これは彼らが自国の地震被害に無関心であるというよりも、研究者としての評価が最新の研

究分野の研究成果に対してなされる傾向が強いからと思われる。加えて、研究者としての知

的興味や好奇心が最新分野の問題に偏りがちであることも理由となっている。これらの点を

背景として、現在のイランの研究者の興味は、我が国などの地震防災の先進国がかつてそう

であったように、個々の建物やインフラの耐震性に関する研究、すなわち耐震設計のあり方

や地震時の破壊挙動（崩壊挙動などには興味があってもリーズナブルな理論や手法が一般的

に利用できる状態になっていないので取り組めない）などから、都市ライフラインや地域危険

度の問題など、社会システムの地震対策や地震防災に移りつつある。もちろん高層ビルや特

殊な構造物を対象とした場合はその限りではないが、イランの地震で最も深刻な問題となる

中・低層の RC 構造物やブロック構造、アドベ構造などに対する研究の興味は乏しい。

（2）イランの地震工学関連の研究組織

イランの地震工学関連の主な研究機関並びに学会（研究者のコミュニティ）を表 2 － 6 に示
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す。機関名の後の数値は、それぞれの組織に所属する研究者のなかで Ph.D. の学位を取得し

ている者の数である。Ph.D. をもつ研究者は、イラン国内での教育に加え、米国やヨーロッパ

諸国で教育を受けた者も多い。また我が国の大学やその他の研究機関で勉強した経験をもつ

ものも少なくない。特に最近では外交上の関係から、米国への留学は減り、日本の研究機関

や大学で地震学・地震工学を学ぶものが増えてきている。地震学や地震工学に関する日本と

イランの関係は、古くは旧建設省建築研究所（現・独立行政法人建築研究所）が主催する地震

工学・地震学研修コースの学生として、最近ではより高度な知識と経験を積むために、東京

大学・東北大学・埼玉大学などの大学院で学位を取得して帰国し、上記のような研究機関で

研究生活を送っている者も少なくない。

イランの地震工学研究は上記の研究機関、並びにこれに所属する研究者によってリードさ

れている。ここにリストアップされていない研究機関も若干あるが、実績、人的・施設的資

源等を比べるとどれも比較にならない。本調査のカウンターパート機関であるテヘラン市地

震環境研究所（Centre for Earthquake and Environmental Studies of Tehran：CEST）も残

念ではあるがイラン国内における研究機関としての認知度は全く低い。

表 2 － 6　地震工学・地震学分野におけるイランの主要な研究機関・学会

それぞれの研究機関は、独自の目的のために設置されているので、研究分野として「強い・

弱い」が当然あるが、地震工学研究の基本の 1 つである地震動観測装置（地震計）の保有台数

を比較すると、表 2 － 7 のようになる。地震計だけの比較であるので、国全体の強震計ネット

ワークの責任機関であるBHRC と地震動研究を主要な研究活動の1 つとしているGeophysical

Institute of University of Tehran が多数の装置を所有していることが分かる。これらの数は

我が国の研究機関と比べてみても（特に兵庫県南部地震以前と比較すれば）、遜色のない規模
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である。構造実験や土質実験の装置などを比較した場合には、今度は IIEES や BHRC などの

施設が上位にランクされる。

ところでイランの地震工学研究機関を語るうえで忘れてはならないことが、相互の協力体

制が非常に悪いことである。1 つの機関がプロジェクトを立ち上げれば他の機関は無視すると

か、会議やワークショップの開催をある機関と企画すると、その情報はその機関が独占し、他

の機関には全く伝わらないなどの問題が生じる。

ただし、それぞれの研究機関や研究者を知っている外国からの研究者が参加したり関係し

たりする場合には、彼らも同席するので、今回も本調査が関係諸機関のアイスブレークの役

割を果たせれば、研究成果とは別の意味でこれは非常に大きな貢献と言える。

表 2 － 7　イランの地盤動観測機器

次に研究の活動の程度を評価する 1 つの指標として、先にあげた研究機関のいくつかにつ

いて、その予算規模を示すと表 2 － 8 のようになる。研究施設建設用の予算が計上されてい

る機関がいくつかあるが、研究用の予算はこれらを除いた一般的な予算と外国からの融資額

の総和として考えられる。ただし、この予算には地震計のネットワークの維持管理費や学生

の教育費などの経費も入っているので、研究に直結しない予算も含めた額である。
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表 2 － 8　地震防災関連機関の予算規模

（3）イランの地震工学研究と実務の関係

イランの地震学や地震工学の研究者のレベルがかなり高いことは既に述べたとおりである

が、彼らの知見が実際の構造物や地震防災対策に具体化されているかというと、状況は必ず

しもそうなってはいない。これは最近も頻繁に起こっている地震による被害が、その規模や

地震動の割に多くの犠牲者を出してしまっていることからもうかがわれる。特に、補強して

いないブロック造やアドベ造の構造物で亡くなっている人々の数を減らすには、それらの構

造物の強度を高める以外に術はないが、そのためには具体的にどのようにすればいいのかと

いう手法や手段に対する情報が一般住民にはうまく伝わっていない。背景には材料入手の困

難さや貧困の問題もあるが、住民の認識の低さ、防災教育／知識の低さも大きい。この点は

現場のエンジニアに関しても同様に言えることで、RC 構造であれば柱や梁、壁のジョイント

部分の配筋の意味などの理解が十分でないために、連結部分が極端に弱い構造物を誤って造っ

てしまう。適切な配筋の仕方、連結を高めるための鉄筋先端部の処理や相互の連結などがな

されていない。1997 年 5 月に発生したイラン東北部の地震（M7.1）でも柱や梁そのものは随

分強度があるのに、これらの連結が悪いために耐震性が著しく弱くなってしまった構造物が

随分あった。倒壊したアドベ構造物のすぐ横に、また同様のアドベ構造物をせっせと造り始

めている例も見られた。これらは研究者レベルでの知見の高さと、具体的な地震防災対策が

直結していない例であり、せっかくの研究成果が国の地震防災に直接結びついていない状況

を物語っている。

（4）イラン国の地震防災を取り巻く状況の変化

さて今回の事前調査に基づいたイラン／テヘランの地震防災の現状と課題であるが、前回
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同様、人的資源と機材的な資源をもつ研究機関は独自に研究を続けているが、相互間の関係

は依然として良くない。JICA のプロジェクトを含めて、類似のプロジェクトが並行して動い

ているし、関係するプロジェクトも少なくない（IIEES や PWIT などのプロジェクトを参照）。

既に述べているように、イランの地震工学研究者の質と数はかなり高い。いくつかの研究

機関は、高性能な振動台や動的載荷装置、大型 3 軸土質試験機、遠心載荷装置などの設備を

有し先端的な研究を実施している。これらの施設は我が国の実験環境と比べても遜色ない。防

災教育などに関しても、IIEES などはかなりの成果をあげている。地理情報システム（GIS）を

活用した災害マネージメントに関する研究も始まっている。

近代都市を襲った地震被害をイランがまだ経験していないことを背景として、都市型震災

に関する総合的な地震防災対策はこれからの段階であるし、特に地震防災に対する社会科学

的な研究や配慮は今後の重要な課題の 1 つである。しかし全体の傾向としては、他の先進国

がそうであるように、イランにおいても地震工学の興味の対象はハードからソフトへとシフ

トしつつある。しかし地震によって発生する地震被害を最小化するには、特に人的な被害や

構造物の被害の最小化には、まずはハード、つまり施設の耐震性の確保が基本であることを

踏まえると、テヘラン市で最も重要なことは、既存の耐震性の低い構造物の耐震補強・耐震

改修の問題である。近年世界各国で発生した地震災害が再認識させた教訓は、構造物の強度

を高くすることで達成される被害抑止力（Mitigation）が低いままでは、いかに優れた災害対

応力／被害軽減力（Disaster Response ／ Preparedness）を持とうが、最適復旧・復興戦略／

計画（Optimum Recovery and Reconstruction Strategy ／ Plan）をもとうが、直後に発生す

る構造物被害と人的被害を減らすことはできず、これがその後に続く大きな社会的影響の本

質的な原因になるという点である。つまり、適切な被害抑止力が確保されない限り、直後に

発生する膨大な被害が災害対応業務を増大させるので、優れた災害対応力／被害軽減力や復

旧・復興戦略／計画をもっていても、結果的にその対応は後手後手にならざるを得ない状況

が発生してしまうということである。

この事実を踏まえると、大学や研究機関のこれまでの研究成果の量と質の割には、現在の

イランやテヘラン市の地震防災対策の現状は全く不十分と言える（我が国においても既存不

適格構造物の耐震補強・耐震改修の問題は地震防災上の最大の課題であるが）。もちろんこれ

らの課題を解決していくには、適切な防災計画が必要であるので、今回の調査のもつ意味は

大きい。しかしこれにしても、成果品としてのマスタープランやアクションプランが具体的

に活用されて初めて意味をもつ。ただプランを作っただけでは、ただマイクロゾーネーショ

ンをした場合と同様に、被害は何一つ減らない。

この点を十分踏まえて考えるべきことは、基本情報であるマイクロゾーニングに関する情

報とそれを用いた各種の防災対策のプランが、持続的に活用される環境を実現することであ
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る。そのためには、当然のことながら、調査の実施期間に限った議論では全く不十分である。

調査終了後に、その成果がイランサイドで独自に適切に、しかも持続的に活用されるための

仕組みを提案するとともに、その実施に向けた継続的な努力を続けることをカウンターパー

トに約束してもらうことが重要である。

2 － 3　都市防災

テヘラン市が世界でも屈指の地震多発地帯に位置しており、約 150 年周期でたびたび大地震に

見舞われていることは既に述べたとおりであるが、そのような状況にもかかわらず、テヘラン市

では防災対策を適切に図らないまま急激な都市化が進んでいる。1990 年に起こったマンジール地

震（テヘランの西方約 200km に位置する）が約 3 万 7,000 人の死者を出したことにより、地震防

災の重要性が一時的には強く認識されたものの、時間の経過とともに、その活動は鈍り現在に至っ

ている。

このようななか、2000 年にテヘラン市の防災計画の策定及びその実施の責任が国から市当局に

移管され、現在は実質上の移行期間にある。そのため、組織体制や基本方針等は依然流動的であ

り、総合的な防災対策を図るための関連組織間の連携も適切に図られていない。このような状況

を改善するためには防災対策の全体像を描き、それに基づいて適切な役割分担を行い、効果的な

防災対策を着実に実施していくことが肝要である。

本件調査は「総合地震防災及び管理計画」であり、災害の抑止、災害緊急対応、復旧・復興計画、

さらにそれらを適切に実施するための組織制度の検討までが含まれている。これらのうち、災害

緊急対応と組織制度については、後の節で述べることとし、ここでは災害抑止を中心に防災都市

づくりの観点から現状と課題を述べる。

2 － 3 － 1　防災都市づくりの現状

（1）テヘラン市の都市計画

イランでは、1974 年から法律に基づいて、大都市のマスタープランの策定は住宅・都市

開発省（Ministry of Housing and Urban Development）の都市計画・デザイン局の責任に

おいて、また中小都市のそれは内務省（Ministry of Interior）の責任において策定されるこ

とになっている。これまでのところ、ほとんどすべての都市において、マスタープランが

策定されており、将来の都市計画に向けての課題が分析されているか、または分析されよ

うとしている。一方で、地域レベルの都市計画基準や建築基準のための法律は依然整備さ

れておらず、現在は全国一律の基準のみによって都市計画や建築規制が行われている。

テヘラン市の現在の都市計画マスタープランは、住宅・都市開発省の責任において策定

され、1992 年に改訂されたものである。法的には、それに基づいて市当局（都市計画・建
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築局）が総合計画を策定し、都市計画を実施することになっている。現行の都市マスタープ

ランは現地収集資料に含まれているが、テヘラン市当局によると、これは既にマスタープ

ランとして実効性がほとんどなくなっており、そのため市当局はこのマスタープランによ

らず独自に総合計画の策定と実施を行っているのが実情である。現行のテヘラン市総合計

画図も現地収集資料に含まれている。

このような状況にあって、住宅・都市開発省はむしろその計画対象としてテヘラン首都

圏またはテヘラン県全体に注目し、テヘラン市への人口集中の抑制とテヘラン市周辺の開

発の誘導に取り組んでいる。（テヘラン周辺の拡大の様子や現状は、現地収集資料を参照。）

一方で、市当局は独自の総合計画に基づいてセクターごとの計画や、バザール地区の再

整備を含む特定の計画を策定し実施している。都市開発規制・誘導方策としては、都市計

画・デザインガイドラインを現在準備しているところであり、市レベルの都市計画基準の

策定や、区レベルの都市計画、土地利用制限の方策等を具体的に検討しているところであ

る。

（2）防災都市づくりの現状

テヘラン市において、防災対策として現在までに実施されたものとして、1999 年に都市

計画審議会で承認された高層建築物の建築制限がある。これは、高層建築物を 3 種類（3 ～

5 階、6 ～ 10 階、10 階以上）に分け、地質・地盤の状況によってこれらの建築を制限するた

めの敷地の選定方法と建築基準を示すものである。本件調査のC ／ P 機関である CEST は

テヘラン市における敷地選定に従事している。これを除くと、現在までのところ防災都市

づくりという観点での具体的な計画は策定されていない。

既に述べたとおり、現在のテヘラン市の都市計画では法的な枠組みと実際が乖離してお

り、実情に合わせた適切な法的枠組みの構築が課題となっている。また同時に、都市計画

を実施するためのツールが脆弱であり、実効性のある防災まちづくりを進めるため、都市

計画手法の強化が望まれる。

また、既に市では各種の計画にGIS を使用し、GIS ベースで詳細に都市の実態を把握す

ることが可能になりつつある。さらに、建築許可にかかわる建物のデータベースを整備し

ているなど、その能力は既にかなり高いと言える。このようなポテンシャルは防災都市づ

くりに十分活用できるものであり、防災のための計画技術を高めることで高度な防災計画

の立案が可能な状況になりつつある。

2 － 3 － 2　防災都市づくりの課題

（1）震災後の復興を視野に入れた将来都市計画の策定
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防災対策における都市計画の重要な役割の 1 つは、震災復興に生かすことを想定して都

市の将来像を描いておくことである。前回のマイクロゾーニング調査で想定されたような

大量の被災者が発生した場合、テヘラン市では既成市街地の内部に十分な仮設住宅スペー

スを確保することが困難である。また、過去の事例が示すように仮設住宅が 10 年以上の長

期にわたって必要になることも十分想定される。このような場合、仮設居住地区が新市街

地となっていくことを考慮すべきであり、復興期に再度脆弱な都市を造らないためにマイ

クロゾーニングの結果を踏まえた将来都市計画を定めておくことが肝要である。

（2）防災都市構造化の中心的課題

イランの場合、日本のような大規模な火災による被害の危険度は低いと考えられ、防災

都市構造化（避難地・避難路の計画）という観点では、むしろ救出・救援に重点を置いた対

策が重要であると考えられる。また、そのような観点から、オープンスペースとしては日

本のような一時避難地よりむしろ仮設住宅スペースと防災拠点を一体的に整備することが

重点対策の 1 つと考えられる。

（3）耐震強化地区の設定について

本格調査では、防災上重要な公共施設に関して、優先的に耐震補強を実施していくこと

が耐震強化策の 1 つとしてあげられる。その場合、建物重要度とサイスミック・マイクロ

ゾーニングによる危険度の 2 つのファクターによる耐震補強の優先順位づけを行い、それ

に基づいて随時強化策を実施していくことが現実的な対応の 1 つと考えられる。また、応

急時のルート確保という観点では、特に建物が密集している市南部の状況から、建物の建

替えによる道路の拡幅は極めて困難であることが予想され、救急・救援ルートをふさがな

いよう道路沿いの建物を補強するなどの現実的な対応を検討することが重要である。

（4）防災コミュニティについて

現在、テヘラン市の行政上の最小単位は Sub-district であり、コミュニティレベルの単位

は存在しない。また、かつての伝統的なコミュニティは都市化に伴ってほとんど消滅して

しまっているとのことから、コミュニティレベルの防災対策のための社会単位が存在しな

い状況にあると考えられる。さらに、現状では、学校やモスクもコミュニティの単位とし

ては、特に認識されていないとのことであるが、災害の初動期におけるコミュニティレベ

ルの活動の重要性を考慮すると、このような施設を中心にした防災コミュニティの組織化

を検討すべきであり、そのためには防災教育等による市民の防災意識の向上策も同時に検

討することが肝要である。
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2 － 4　耐震設計

2 － 4 － 1　1999 年版耐震規定

建物の耐震規定は、1999 年版“Iranian Code for Seismic Resistant Design of Buildings”が

最新版である。しかし、この規定はペルシャ語で書かれており、英文版は BHRC で現在準備中

である。

英文版は、1988 年版の“Iranian Code for Seismic Resistant Design of Buildings”、すなわ

ち旧版である。両者の目次を比較する限り、大きな構成の変化はないようであるが、詳細は不

明である。1988 年版については、「イラン・個別専門家派遣事業（地震、耐震構造、木造建築、

プレハブ建築）、1990 年 12 月 14 日、国際協力事業団」（以下文献 1 と呼ぶ）、「1990 年イランマ

ンジール地震災害調査報告・1993 年グァム島地震調査報告、1994 年 9 月 1 日、日本建築学会」

（以下文献 2 と呼ぶ）に、日本語による概要が掲載されている。これらの文献に掲載されている

ものも1988 年版である。1988 年版から1999 年版規定への主要な変更点は、現在BHRC とCEST

で取りまとめ作業中である。

ここでは、1988 年版（英文）と 1999 年版（ペルシャ語）を比較し、図表、式など、分かる範

囲で変更点を記す。

（1）イランの各地域における地震活動度の分類が 3 種類（High 0.35, Intermediate 0.25, Low

0.20）から 4 種類に変更になった。このマップの 4 分類に応じて、4 種類の加速度（Very High

0.35g, High 0.3g, Moderate 0.25g, Low  0.2g）を採用し、建物設計の基本であるペースシャー

係数を求めるものである。地震活動度のマップを図 2 － 4 に示す。

（2）建物応答係数 B（次節参照）を求めるための建物応答係数B と建物周期T の関係図表が微妙

に変更となったが、これを図 2 － 5 に示す。地盤種別の 4 種類に応じて曲線が与えられている

のは同じであるが、1999 年版では建物応答係数 B の最大値が低周期側で大きく、最小値が高

周期側で少し小さくなった。それに伴い、B の最大値は 2.0 から 2.5 へ変更となった。地盤種

別 IV（軟弱な地盤）では、建物周期T ＝ 1sec で B ＝ 2.5、T ＝ 2sec で B ＝ 1.37 となった。ち

なみに、1988 年版では、T ＝ 1sec で B ＝ 1.6、T ＝ 2sec で B ＝ 0.98 となっている。

（3）4 種の地盤分類では、地盤の S 波速度の範囲の記述が追加された。詳細は省略する。

2 － 4 － 2　1988 年版建物耐震規定

本コードの目標、地震荷重の規定、構造規定に重点を置いて 1998 年版建築耐震規定の内容を

以下に述べる。
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［目的・目標］

本コードの目的は、耐震的な建造物の設計と建設のため、最低のクライテリアと規則を決め

ることである。目標は、以下のように設定されている。

①　建造物の安定を保つことにより、人命の損失を最小にする

②　重要建造物が、地震時及び地震後に使用できる状態にある

本コードを遵守することにより、建造物は修正メリカリ震度階（MMI）Ⅶ（JMA 震度階（気象

庁震度階）に換算すると3.7 程度（およそ震度4））まで建造物に何らの損傷がなく、震度階Ⅸ（JMA

震度階に換算すると 5.7（およそ震度 6））までの更に厳しい震度に対しては建造物の崩壊をしな

い抵抗をもつものと考えられる。

［適用範囲］

鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造、組積造の建造物の設計と建設に適用する。ただし、以下

の建造物は現在のコードの適用を受けない。

①　特殊構造物（ダム、橋梁、防波堤・桟橋、海洋構造物、原子力発電所など）

②　アドベで造られる伝統建物

これらの建物は地震に対してほとんど抵抗がないので、一般に、建設を停止すべきである。こ

のタイプの建物をやむを得ず建設するときは、特別の技術指導に従い、木材、鉄骨、コンクリー

ト、またはこれらの材料を組み合わせたものを使用して建設しなければならない。
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［解析法］

等価静的解析、擬動的解析（応答スペクトルを用いたモーダルアナリシス）、地震応答解析（地

震波使用）の 3 種が採用されている。

［地震荷重（等価静的解析）］

　ベースシャー： V＝ CW

ここに W：建造物の重量と指定された活荷重の和

Ｃ：地震係数（次式）

　地震係数 ： C ＝ABI ／R

ここに Ａ：設計用ベース加速度 g（イランの地震活動度、図 2 － 6 によ

る。

　0.35、0.25、0.20 の 3 種類。

Ｂ：建造物応答係数（後述）

Ｉ：重要度係数（1.2、1.0、0.8 の 3 段階）

Ｒ：建物挙動係数（建物の種類により 4 － 8 の整数値をとる。表

2 － 9 に示す）

　建物応答係数： B ＝ 2.0（T0 ／ T）2 ／ 3

ここに T0： 4 種の地盤種別（表2 －10）により0.3、0.4、0.5、0.7 の値を

とる。

Ｔ：建造物の一次固有周期

　　一般建物　　T ＝ 0.09H ／√D

　　　　　　　D：建造物の幅

　　モーメント抵抗型（壁等の無いもの）

　　　　　鉄骨造      T ＝ 0.08H3 ／ 4

　　　　　RC 造        T ＝ 0.07H3 ／ 4

図 2 － 7 に建物応答係数 B を示す。

　地震荷重の高さ方向の分布：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
n

Fi ＝（V － Ft ）wi hi ／（Σ wj hj）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
j＝1
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ここに Fi ：i 層の地震荷重

wi：i 層の床（指定された活荷重を含む）上層・下層の柱・壁の重

量の 1 ／ 2

hi ：i 層の高さ（基礎より）

n ：階数

Ft ：n 層のレベルに作用する付加的な地震荷重

　　　Ft ＝ 0.07TV

　　　Ft の上限値は 0.25

　　　T が 0.7 秒に等しいか、小さいとき、Ft は 0

［構造規定］

木造

本コードの適用範囲に含まれているが、構造規定はない。表 2 － 9 の分類に木造は明記され

ていない。表中の 2 の Simple Space Frame System に分類されるのであろうか。木造軸組に

木の板を斜めに打ち付ければ、2-b に分類されるのであろうか。詳細は不明である。伝統木造

のことは、考えていないというのが、本当のところではなかろうか。

図 2 － 6　設計用ベース加速度 g（イランの地震活動度）［1988］
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図 2 － 7　建物応答係数 B［1988］

表 2 － 9　建物挙動係数 R［1988 年版］

耐力壁システム：
　壁が鉛直力のすべて又は大部分を支持し、
地震時水平力に対する抵抗が耐震壁によ
りなされる。

単純なスペースフレーム系：
　単純な接合部のスペースフレームがす
べての鉛直力を支持し、地震時水平力に
対する抵抗が耐震壁又はブレースにより
なされる。

モーメント抵抗型スペースフレーム系：
　スペースフレームだけで、すべての鉛
直力と地震時水平力を支持する（耐震壁
又はブレースの力の分担は考慮しない）。

モーメント抵抗型スペースフレームと耐
震壁（又はブレース）との混合系：
　スペースフレームが鉛直荷重を支持し、
地震時水平力に対する抵抗が、スペース
フレームと耐震壁又はスペースフレーム
とブレースによりなされる。
　地震時水平力は、その剛性に比例して、
スペースフレームと耐震壁の間で、又は
スペースフレームとブレースとの間に分
配される。しかし、いずれの場合でも、
フレームだけで地震時水平力の25％以上分
担する性能をもたなければならない。�

1

2

3

4

ａ）鉄筋コンクリート耐震壁 5
ｂ）補強組積造耐震壁 4

ａ）鉄筋コンクリート耐震壁 7
ｂ）ブレース 7
ｃ）補強組積造耐震壁 5

ａ）モーメント抵抗型 6
　鋼構造スペースフレーム
ｂ）モーメント抵抗型 5
　鉄筋コンクリートスペースフレーム

ａ）モーメント抵抗型フレーム 8
　＋鉄筋コンクリート耐震壁
ｂ）モーメント抵抗型フレーム 8
　＋ブレース

構造システム� 水平力に対する抵抗機構　　　R
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表 2 － 10　地盤種別（Ⅰ種－Ⅳ種）［1988 年版］

Ⅰ�
�
�
�
Ⅱ�
�
�
�
Ⅲ�
�
�
�
Ⅳ�

定　義　説　明�

ａ）火成岩（粗粒と細粒のテクスチャー）、硬質の堆積岩、節理のない変成岩（結晶
片麻シリカ岩）

ｂ）岩盤より60m以内の、礫岩質の層、密実な砂・礫・密実な粘土（粘土質岩）の層

ａ）緩い火成岩（凝灰岩のような）、もろい堆積岩、薄層よりなる変成岩、風化によ
り緩められた岩

ｂ）岩盤より60m以上の、礫岩質の層、密実な砂・礫・密実な粘土（粘土質岩）の層

ａ）風化により分解された岩
ｂ）地層厚が岩盤から10m以内の、礫・弱いセメンテーションの砂・固まっていな
い粘土（粘土岩）の層

ａ）地下水面が高く、軟弱で湿潤な堆積
ｂ）地層厚が岩盤から10mを超える、礫・弱いセメンテーションの砂・固まってい
ない粘土（粘土岩）の層

地盤�
種別�
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分類される。

枠組組積造（Infilled Wall 又は Confined Masonry、文献 7）は、骨組み（フレー

ム）により、鉄筋コンクリート造又は鉄骨造に分類される。

鉄筋コンクリート造

本コードの付録B に、中位のダクティリティの鉄筋コンクリートフレ－ム（耐震壁・ブレー

スなし）の構造規定が、示されている。詳細は略す。

鉄骨造

構造規定はない。ただ、表 2 － 9 の分類に出てくるのみである。

［補足　橋梁の耐震規定］

橋梁の耐震規定をBHRC より入手した（表紙のマークから判断すると、テヘラン市作

成）がペルシャ語で書かれているため、詳細は不明である。しかし、構造物応答係数な

ど図表は、1988 年版建物耐震規定と同一であり、また数式なども同じものであること

から、地震荷重の算定は、1988 年版建物耐震規定と同様な内容と判断する。

2 － 4 － 3　テヘランの建築技術（12 年間の建設技術の変化）

テヘラン市の建設技術に関し、車中観察と現地踏査によって調査を行った。12 年前の 1990 年

マンジール・ルドバル地震調査の時との比較を行った。1990 マンジール地震当時ではあるが、組

積造、鋼構造、鉄筋コンクリート造の施工については、文献 1、文献 2 に詳しい。組積造部分の

施工については、12 年前からさほどの変化は無いものと思われる。

12 年前と比較すると、建築技術の大きな変化は次のとおりである。

（1）Jack Arch 床スラブ構法（工法）の消失

テヘラン市内で、Jack Arch 床スラブ構法（図2 －8 参照）を見かけなかった。インタビュー

の結果、1990 年マンジール・ルドバル地震で同床構法の被害（1 階分の床ごと落下）があっ

たことから、1999 年耐震コードの改訂により公共建物での使用が禁止されたことが分かっ

た。住宅用には使用可能とのことであり、テヘラン市からは急速に姿を消しつつあるとの

ことである。車中からの観察ではあるが、階段の工事に Jack Arch 床スラブ構法が使われ

ているのを 1 度見かけたきりである。本構法は、欧米ではほぼ 1 世紀前に造られなくなった

もので、鉄筋コンクリート床に代わって行った歴史的な構法である。なお、日本ではサッ

ポロビール園の階段の踊り場、旧法務省ビルの歴史的建物で見られる構法である。当然、日
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本でも現在は使われていない。

現在は、Joist Slab 構法（図 2 － 9 参照）が主流とのことである。本構法は、以前からも

見られたものである。同床構法は、マンジール地震の際にラシュット市で被害があったも

のである。

高層建物が多いことから、ハープ PC 板を使った床構法が使われているものと思われるが、

確認はできていない。

（2）超高層・高層ビルの出現

1990 年には北部のマンション（集合住宅）等においても、せいぜい 7、8 階建てのもので

あった。今回は高さ 434m の搭（完成すれば世界 4 位になるという）をはじめ、多くの超高

層・高層ビルが見られる。

（3）トンボクレーンの出現

12 年前の建設現場訪問時には、揚重機械として小さなウインチを見たきりである。今回

は、超高層・高層ビルの現場で、随所にトンボクレーンが見られる。建設技術の変化には著

しいものがある。

（4）コンクリートの打設

相変わらず、現場練り・現場打ちが大部分であると推定される。車で移動中に、生コン車

1 台を見かけたのみである。

（5）鋼材の型鋼の梁背について

鉄骨骨組みに、孔空きれんがで壁を造るのが、イランでの一般的な建物建設法である。以

前は、梁背が 15 ～ 20cm までのものしか見られなかった。今回は、高層ビルの出現もあり、

40 ～ 50cm までのものまで認められた。

また、現場でのハニカム梁（図 2 － 10 参照）の加工は、前回同様見られた。ハニカム梁

は一般的な構法である。鋼材の節約のため、多用されるものと思われる。
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2 － 4 － 4　テヘラン市における建物ストック・建物種別及び被害関数の吟味と設定

（1）既存不適格建物の問題

テヘラン市の建築技術には、前節で見たように、12 年間の間に大きな変化があった。ま

た、耐震規定も改訂された。しかし、改正・改訂された基準（規準）は新築建物に適用され

るが、既存建物には適用されない。法律などが遡及適用されない原則に沿った運用がなさ

れるのが普通である。既存建物が新しい基準（規準）を満足していない場合、それらの既存

建物は既存不適格建物と言われる。日本でも、防災対策上重要な問題であり、既存不適格

建物を新しい基準（規準）に満足させるためには、耐震補強工事、または改築・新築工事が

行われる。しかし、学校、公共建物などの公共財については、順次対策がなされつつあるが、

個人所有・民間所有の住宅などについては法律に基づく補助金の制度があるものの、耐震

補強対策が進んでいるとは必ずしも言い難いのが現状である。

（2）テヘラン市の建物ストックと分布

テヘラン市の建物のストックについては、10 年に 1 回なされる建物センサス（最新版は

1996 年データ）で調査されている。これらの統計は住宅を対象としたものであり、1996 年

時点では総計 148 万戸である。集合住宅では、戸数を棟数に換算する必要が出てくる。実

際の棟数は、この数値に、公共建物（消防署、警察署、病院、行政機関、学校ほか）、民間

事務所建物の棟数を足すこととなる。これらのデータのうち、住宅についてはテヘラン市

の各区の分布、建設年代が分かっている。しかし、民間事務所建物については、統計がない

ようである。前回調査では、これらの統計数値とそれにも推定した数値に基づいて被害の

予測を行っている。その他の社会基盤構造物（道路施設、ライフライン施設（電力、水道、

ガス）など）、潜在危険度の高い施設（例えば石油貯蔵所、ガソリンスタンドなど）について

は情報が大変少ないようである。

テヘラン市における被害予測（推定）には、テヘラン市における実際の建物の分布と強度

のデータを反映して行うべきである。テヘラン市全体で最も多いのは、（A）その他（鉄骨・

鉄筋コンクリートの骨組みのない無補強組積造と思われる）である。鉄骨もしくは鉄筋コン

クリートの柱が使われていても骨組み（梁と柱の緊結）でなければ、（A）その他に分類され

ると考えられる。次いで多いのは、（B）鉄骨骨組みと組積造壁より成る構造である。前回調

査においても、テヘラン市全体では、（B）鉄骨造が 41％、鉄筋コンクリート造が 11％、（A）

その他（鉄骨・鉄筋コンクリートの骨組みの無い無補強組積造）46％、不明 2％としている。

しかし、テヘラン市 22 区の地域で建物分布には随分違いがある。3 区、22 区、6 区、2 区の

（A）鉄骨造の比率は、各々58.6％、55.4％、53.7％、51.0％であり、6 区を除いて比較的最

近開発された北部地域である。最も鉄骨造の比率の低い地域は、17 区、10 区、16 区、9 区
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であり、その比率は各々22.4％、22.6％、24.7％である。これらの地域はテヘラン市の南西

部に集中しており、（B）その他の構造タイプの比率が高い。

前回の調査では所在が知られていなかった建物・敷地データ（テヘラン市コンピューター

サービスセンター）では、更に詳細な分類を行っている。建物分類データでは、24 種の構

造タイプ（表 2 － 12 参照）に分類している。この分類を見ても、鉄骨と鉄筋コンクリート

の柱（骨組みではない）がれんがと共に使用される構造タイプがあることが分かる（タイプ

9 とタイプ 10）。また、GIS データにおける敷地利用分類では、31 種の敷地利用タイプ（表

2 － 13 参照）に分類している。これらのデータを新たに活用して、テヘラン市の被害予測

（推定）の精度向上が図られることを期待する。

（3）テヘラン市の 9 種の建物の被害関数設定について

被害関数は、これらの建物データから各地域の地震被害を予測（推定）する最も基本的な

関数である。被害関数から計算される地震被害の予測（推定）値は、防災計画を立案するう

えで基本的な数値である。前回調査の被害関数設定については、後述するように、いくつ

かの疑問点がある。

その背景には被害関数の設定に際し、テヘラン市での地震被害実例がないことから、無

補強組積造もしくは木造建物（Semi-engineered buildings （masonry or wooden houses））

がほとんどである 1990 年マンジール地震におけるデータ（地表面最大加速度と建物被害率

（大破以上の率）の関係）をそのまま使用せざるを得なかった状況がある（詳細後述）。しか

し、イランの建物のなかでは、耐震性が比較的高いと考えられる、（B）鉄骨造（鉄骨骨組み

＋組積造壁）の実態もしくは実証的データが、前回調査の被害推定には全く反映されていな

いのは誠に残念なことである。なお、本鉄骨造（鉄骨骨組み＋組積造壁）は、かつては欧州

でもあったが、現在はイランに特有な構造タイプである。米国、トルコのデータの鉄筋コ

ンクリート造との比較からは、テヘラン市の本鉄骨構造の被害関数について何らの情報を

得ることはできない。被害推定のパイロットスタディとして、（B）鉄骨造の比率が 22.4％

と最も低く、（A）その他の構造タイプ（鉄骨・鉄筋コンクリートの骨組みのない無補強組積

造）が 74.9％と最も多い 17 区を選んでいるのは、この点を意識的に避けたためと考えられ

る。

マンジール地震当時のマンジール、ルドバル、ラシュットでは、テヘラン市に多い鉄骨造

建物（鉄骨骨組み＋組積造壁）の数は限られていた。また、鉄筋コンクリート造（鉄筋コン

クリート骨組み＋組積造壁。通常 Infilled Wall。枠組組積造の 1 つ）もいくつかあった。こ

れらの建物は、当時現地では病院などの公共建物に多かった。これらは、文献 1、文献 2 を

見れば、写真からも分かることである。実際、採用被害関数の基となっている Tavakoli ＆
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Tavakoli（1993）の被害率－最大加速度（PGA）関係では、Engineered buildings （steel and

concre te  f rame）（技術者が関与した建物のこと）10.4％、Semi-engineered bui ld ings

（masonry or wooden houses）83.1％、Non-engineered buildings （Adobe houses）（技術

者が関与しない建物。自力で建てる建物）6.5％の構成であったと記述している。

注目すべきは、この Semi-engineered buildings （masonry or wooden houses、組積造

もしくは木造）が大部分の被害関数（被害率－最大加速度（PGA）関係を、テヘラン市の 9

種の構造タイプのうち、（1）Brick ＆ Steel or Stone ＆ Steel の被害関数（Basic 被害関数）

としてそのまま採用していることである。Brick ＆ Steel or Stone ＆ Steel とは、鉄骨骨組

みのない（柱・梁だけでは骨組みとは言わない）無補強組積造である。確かに、マンジール

地震のMasonry（組積造）or Wooden houses（木造住宅）とテヘラン市の（1）Brick ＆ Steel

or Stone ＆ Steel とは、組積造を含むという点では共通している。しかしながら、Semi-

engineered buildings（技術者が半ば関与した建物）という言葉でくくることにより、両者

を同一とみなすには基本的に無理がある。12 年前のマンジール地震の被害を見たことのあ

る人にとっては、奇異に思われる論理である。端的にいえば、12 年前のマンジール地方の

無補強組積造と現在のテヘラン市の無補強組積造が同じ強度・品質をもつと言うに等しい。

その他の 8 種の構造タイプについての被害関数は、米国・トルコのデータを参照しただけ

で、この Basic 被害関数を平行移動して設定している。

被害推定の基本となる建物種別ごとの被害関数の設定について、特にテヘラン市に多い

鉄骨造（鉄骨骨組み＋組積造壁）についても、個別の被害状況と比較・検討して、被害関数

の精度を高める必要がある。さもなければ、テヘラン市における被害予測（推定）そのもの

の信頼性が揺らぎかねない。特に、比較的最近開発された北部地域における被害予測（推定）

ほど実態とずれる可能性が高いと考えられる。

これまで述べたように、構造タイプの認識、特に、テヘラン市に多い無補強組積造と鉄骨

造の認識に基本的な無理があり、被害関数についてより実証的な検討が必要と考えられる。

1990 年マンジール地震の後、1991 年よりUNDP（国連開発計画）が、マンジール地震後

の復旧計画に多額の資金を投入、イランの大学、研究機関で研究が行われた、と聞き及ん

でいる。被害関数の設定にあたり、これらの実証的な研究成果を活用することにより被害

関数の精度向上を図ることが望まれる。

被害推定あるいは被害予測にあたっては、このような仮定条件の吟味が極めて重要であ

る。現状では、被害予測（あるいは推定）で、その信頼性の幅を示すことが難しいかもしれ

ないが、少なくとも、被害予測（最大値）、被害予測（中間値）、被害予測（最低値）による

三点見積りが是非必要と考えられる。
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表 2 － 12　建物分類データ （テヘラン市コンピューターサービス協会）

STRUCTURAL TYPES USED BY COMPUTER SERVICES ORGANIZATION

TEHRAN MUNICIPALITY

1- Sun-dried mud brick or mud skeleton with sun-dried mud brick roof

2- Sun-dried mud brick or mud skeleton with wooden roof

3- Sun-dried mud brick or mud skeleton with gable roof

4- Sun-dried mud brick mixed with brick or slate with any type of roof except for gable roof

5- Sun-dried mud brick mixed with brick or rubble stone skeleton with gable roof or steel beam

6- Brick or cement block or rubble stone skeleton with any type of roof except for gable roof

7- Brick or cement block or rubble skeleton with gable roof or steel beam

8- Wooden skeleton with flat or sloped roof

9- Brick or cement block or stone skeleton with steel middle columns and any type of roof

10- Brick skeleton with steel or concrete middle columns with 3 stories and up with any type of roof

11- Steel structure up to 3 stories with any type of roof

12- Steel structure four stories and up with any type of roof

13- Prefabricated wooden parts skeleton with any type of roof

14- Prefabricated reinforced concrete parts structure with any type of roofing

15- Reinforced concrete skeleton with any type of roof

16- Storage with brick, or cement block, or stone skeleton with span over 2 meters and steel truss roof

17- Storage with brick or cement block or stone structure with span over 4 meters and steel truss roof

18- Storage with steel or cement block or masonry structure over 4 meters and steel truss roof

19- Storage with reinforced concrete columns and masonry with span over 4 meters and any type of

roof

20- Storage with prefabricated frame or similar  structure and masonry with span over 8 meters and

any type of roof

21- Hall with building materials such as brick, stone or cement block with span over 8 meters and any

type of roof

22- Hall with steel or reinforced concrete structure and any type of roof

23- Hangers and canopies with wooden and / or masonry piles and any type of roof

24- Hangers and canopies with steel piles and reinforced concrete columns and any type of roof
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表 2 － 13　GIS データにおける敷地利用分類 （テヘラン市コンピューターサービス協会）

LIST OF （LAND）USE IN GIS COMPUTER SERVICES ORGANIZATION

TEHRAN MUNICIPALITY

1- Residential

2- Combined

3- Commercial

4- Educational

5- Hygiene

6- Medical

7- Administrative

8- Military

9- Religious

10- Cultural

11- Historical

12- Public services

13- Green space

14- Trees

15- Sports

16- Recreational

17- Tourist ic

18- Industrial and production

19- Transportation ＆ parking

20- Storage

21- Urban facilities

22- Urban equipment

23- Dilapidated

24- Square toed

25- Confined land

26- Under construction

27- Incult

28- Agricultural

29- In the plan

30- Part of road

31- Unknown





─ 36 ─

分かる。

ところで、イランで建築基準法が本格的に整備・運用され始めたのは、1970 年代後半以降で

ある。また、耐震設計規準がはじめて制定されたのは、1988 年である。この規準に準じて耐震

設計された建築物については、修正メリカリ震度階（MMI）のⅦまでは建物に損傷を生じさせな

い、更に厳しい震度Ⅸに対しては建物を崩壊させない、というような考え方に基づいている。2

年後の 1990 年 6 月に発生したマンジール地震での大被害を受けて、耐震設計に対する一般の関

心が非常に高まったと言われている。現行の耐震設計規準は 1999 年に改正されたものである。

なおいずれの規準でも、テヘラン市は Seismic Macrozonation Map のなかで、最も地震危険度

の高い 0.35g の地域に属している。

したがって、テヘラン市内にある建物の耐震性を大雑把に把握するためには、その建設時期

がこれらの法規の設定された前か後か、また法規がどの程度遵守されているか否かが 1 つの目

安になる。この観点から市内の建物を次の 3 グループに分けられる。

①　建築基準法が適用される以前に建設された古くて脆弱な建物（おおむね築後 25 ～ 30 年以

上）

②　建築基準法ないし耐震設計規準が制定された後に建設されたが、法規に準拠していない

のも含まれている時代の建物

③　耐震設計規準に従って建設された比較的新しい建物（おおむね築後 10 年以内）

この建築物の建設時期についても、1996 年の国勢調査データで整理されており、前述と同一

地区での年代別の分布状況は、図 2 － 12 のとおりである。

なお、この建設時期と上記の①～③のグループ分けとの対応であるが、大まかに見れば、

「1965 年以前＋1966 ～ 75 年」が①グループに、「1976 ～ 88 年」が②グループに、「1989 年以降」

が③グループに、それぞれ該当すると見なしうる。

図 2 － 12　建設時期別の住宅戸数分布
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この建設時期別の分布から、テヘラン市北部地域では相対的に 1989 年以降の建物が多く、こ

れに対して南部の各地区では、1975 年以前に建設されたものの多いことが明らかである。

以上のような現状認識は、テヘラン市内にある建築物の耐震性を検討する際の基本的な出発

点となる事項である。

事前調査での限られた範囲内での現地踏査結果として、市内中心部から北側にかけては比較

的新しい建物が多く、見るからに耐震性の乏しいようなものは少ないといった印象である。た

だし、外壁を構成する鉄骨フレーム内のれんが積等に、耐震的な配慮が認められないので、強

い地震動を受けた場合には、外壁の崩壊落下等の状況が想定される。また南部地域も含めて開

発途上国によく見られる極貧困地区のような、突出して災害危険性の高い場所も見られなかっ

た。

このような現状ではあるが、本格調査ではまず建築物の構造種別や建設時期等を手がかりに

して、テヘラン市内にある膨大な数の既存建築物の構造強度面での大まかな傾向を把握してお

くことが必要である。

2 － 5 － 2　既存建築物の耐震診断

建築物の耐震性は、サイトで想定される地震動の強さと、それが入力される建築物の構造耐

力との関係で判断される。仮に、耐震設計規準で想定されている地震動よりも大きな入力であっ

たならば、何らかの被害を受けるのは致し方ないとの認識である。また、規準どおりに耐震設

計されていても、施工段階で不適切な工事管理が行われていたとすれば、結果的に構造強度を

低下させることになってしまう。

前回のマイクロゾーニング調査では、複数のシナリオ地震を想定してテヘラン市内各地の地

表面での地震加速度を算定し、この数値と各サイトの既存建物の構造耐力とを検討して、建物

被害率等を算出した。4 つのシナリオ地震のなかでの最大値として、テヘラン市南部でMMI 震

度階 9、最大加速度約 600gal が算定された。なお、解析に使用した建物の被害関数は、本来テ

ヘラン市に見られる建築物の構造種別の耐力特性を反映したものでなければならないが、地震

動の大小との関連性を示すデータが非常に少なかったので、やむなくマンジール地震での組積

造の被害曲線をベースにして、構造種別の被害関数を作成した。この結果前述の想定地震によ

る最大の被害として、テヘラン全市で約 48 万棟の被害（被害率 55％）、約 38 万人の死傷者（同

約 5％）が算出された。

次のステップとしては、これらの結果を踏まえての地震防災対策の立案である。なかでも学

校・病院・消防署等の災害緊急時にもその施設機能の維持が求められる建築物に対する耐震診

断、脆弱な建物についての耐震補強の実施である。

これらの事項は最も有効な事前予防対策と認知されているが、日本でも耐震診断が注目され
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始めたのは 1968 年十勝沖地震からである。全国的に強力に推進・展開されたのは、ごく最近の

1995 年 1 月の兵庫県南部地震以降である。

イランでも 1990 年 6 月のマンジール地震で大被害を受けた後地震防災に対する関心が一気に

高まり、世銀や UNDP 等からの支援も得て、地震工学から耐震設計、防災教育までの広範な分

野にわたって急速な発展を促した経緯がある。

耐震診断についても、イランでの地震工学研究のトップレベルにある研究機関として評価さ

れている国際地震工学地震学研究所（IIEES）を中心に、その調査研究が進められている。どち

らかと言えば公共建築物などの個々の建物について、地震応答解析を行って保有耐力を算定し、

具体的な補強工法を検討するといったやり方である。この分野に関する収集資料のほとんどが

ペルシャ語という制約もあるが、これらを見る限り目下のところイランでは「耐震診断マニュ

アル」のようなものは確立されていない状況にあると言える。

ただし、IIEES を訪れた際に、実用をめざした耐震診断と耐震補強法（免震を含む）について、

その研究開発状況を知ることができた。耐震診断のガイドラインを策定した後に、災害時の緊

急対応施設としてその建物の機能保持が不可欠な、市役所施設・学校・保健所・病院等への適

用が計画されているようである。

したがって、本格調査で既存建築物の耐震診断を実施する際には、まず第一に IIEES などで

の当該分野の研究開発状況を把握するのが必要である。そのうえで、仮に本格調査で新規に耐

震診断マニュアルを作成することになった場合には、日本やアメリカ（ATC）で使用されている

耐震診断法をベースにしながら、必要に応じてイラン国の建築構法・材料や耐震設計規準（前回

のマイクロゾーニング結果も含む）に合致させるような修正が不可欠である。

なお、ライフライン施設に関しては、Power ＆ Water Institute of Technology が、テヘラン

市の水道施設の地震被害予測等について積極的に取り組んでいる。日本の防災対策やマイクロ

ゾーニング調査結果なども活用されており、本格調査ではこれらの開発研究動向を十分踏まえ

たうえで、重複を避けかつ協力を得ながら、ライフラインがらみの耐震診断についても、更に

発展させた内容に高めることが重要である。

2 － 5 － 3　耐震補強

本格調査のなかで、マスタープランやアクションプランの策定に関して、公共施設（学校、病

院、消防署、市役所、集会所など）の耐震性強化が、有力な事前予防対策の 1 つとして想定され

ている。耐震診断とは異なり、本格調査のなかで既存建物に具体的に補強工事を実施すること

までは考えられていないが、耐震診断と不可分な関係にあるとみなすことができる。

しかしながら、現地踏査を通じて、既存建物ないし土木構築物の耐震補強工事例を目にする

ことがなかったことから推して、イランでの耐震補強工事の普及は今後の課題であるとの印象
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である。

前述のようにテヘラン市内にある建築物のRC 造や鉄骨造といっても、日本の構造形式とは大き

な相違があり、耐震壁やブレース等の水平力抵抗部材が非常に貧弱である。また組積造について

は、その構造強度など基本的なファクターについても不明な点が多い。さらに、鉄骨フレーム内

にれんがを積み上げた「スチールフレーム＋れんが壁」の力学特性や、鉄骨の柱と梁の接合強度（溶

接）などについても、明確に把握されているわけではなさそうである。

耐震診断結果を受けて、耐震性を強化するための具体的な補強工事計画の立案に際しては、イ

ランにおける上述のような構造上の力学特性を含めたローカル工法の特徴や使用材料の強度・耐

久性等を考慮のうえで、広くイラン全国への普及をも視野に入れておくことも重要である。

さらに、テヘラン市内には各種の博物館があるが、ペルシャの由緒ある文化財が、地震時の転

倒防止等に対する特別な配慮もなく展示されているような状況である。耐震補強に限定すること

なく、これらの免震対策などの検討も考慮されるべきであろう。

[施設内の展示物 ] [IIEES で実験中の免震装置]

2 － 6　災害緊急対応

2 － 6 － 1　国家レベルの緊急対応の現状

イランの緊急対策は、1990 年のマンジール地震を境に大きく変わった。この地震の大きな被

害にかんがみ、緊急対策の重要性が認識され、1991 年には必要な法律や規則が制定され、その

1 つとして国家自然災害軽減委員会が内務省の監督の下に設立された。この組織に続いて、同様

に内務省の監督下で緊急対応等の活動を実施するNational Disaster Task Force が設立された。

近年、緊急対応のための基準が徐々に整備されてきており、また機能的でないサブコミティ（災

害の種類別）をセクター別に改編するなど組織体制の強化も図られてきている。

中央レベルの組織で実際の緊急対応において大きな役割を担いうる組織は、現在のところ赤

新月社である。現在のところ、赤新月社の活動には、災害時の救済・救援活動の準備、防災教
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育、防災施設・設備等の能力評価などが含まれている。赤新月社では、中央レベルの組織の下

に県ごとに組織がつくられており、テヘラン市の場合はテヘラン県の管轄に属する形になって

いる。テヘラン県の場合は、約 5,000 人のボランティアによってその活動が支えられている。現

在進行中の重要な活動の 1 つとして防災拠点の整備があり、テヘラン市内においては、22 ある

区ごとにその整備を進めている。コミュニティレベルの活動としては、緊急訓練や防災教育を

ボランティアの協力により、2 年前から行っている。

2 － 6 － 2　テヘラン市の緊急対応の現状

2000 年にテヘラン市長の要求に基づいて、テヘラン市の総合緊急対応策の策定責任が 国家自

然災害軽減委員会から市当局に移管された。それに伴って、Committee for Preparedness Man-

agement が市に設立され、また事務局として総合災害管理局が設立されている。

この総合災害管理局では、緊急対応を中心に防災計画を策定中であり、計画のコンセプトと

して、欧米で広く活用されている“Incidental Management System”を採用している。また、防

災対策の基本構想の策定に加えて、区レベルの緊急対応の訓練を赤新月社や消防署の参加を得

て実施しており、その結果を計画にフィードバックすることで徐々に防災対策を進めていると

ころである。

2 － 6 － 3　災害緊急対応の課題

関係機関のインタビュー結果を中心に考察すると、イランの緊急対応の課題として、以下の

事項があげられる。

（1）責任と権限の明確化

緊急時に的確に対応するためには、平時から関連組織の役割と権限を明確にし実践に備

えることが重要であるが、現在までのところ中央政府、市当局の両方においてこれらの重

複や欠如が見られる。緊急時に必要とされる機能をしっかりと定義し、そのうえで役割分

担を明確にすることが当面の優先課題である。

（2）総合防災の視点に基づく緊急対応計画

救済・救援活動にかかわる対策それ自体は比較的進んでいるように見えるが、現在まで

のところ総合防災という観点からの計画がないため、その妥当性や効果が必ずしも明確に

なっていない状況にある。例えば、緊急対応と事前予防対策は相互に密接に関連づけで計

画することが望ましく、総合防災の観点から既存の緊急対応計画を見直すことが必要であ

る。
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2 － 7　組織・制度

2 － 7 － 1　テヘラン市の防災組織体制の現状

前節で述べたとおり、テヘラン市の防災対策は中央政府からの権限の移管に伴う移行期間に

あり、そのため、防災のための組織体制が固まっていない状況にある。本件調査の C ／ P 機関

である CEST によると現在検討されている組織体制は以下のとおりである。

図 2 － 13　テヘラン市の防災組織体制（出所：CEST）

このようにテヘラン市の防災に関する実施体制としては、災害管理センター（Disaster Man-

agement Center）とテヘラン市地震環境研究所（CEST）の 2 つの組織が置かれている。災害管

理センターの組織は、現在は総合災害管理局（Comprehens ive  Emergency  Management

Secretariat）という名称になっており、いずれこの名称に変更される予定である。この 2 つの組

織の役割分担については、事前調査団が確認したところでは、以下のようになっている。

表 2 － 14　テヘラン市の防災組織の役割・責任

現在テヘラン市の防災対策は中央政府からの権限の移管に伴う移行期にあるため、両組織と

も組織体制の強化を図っているところであり、CEST に関しては特に人員の増強を図ることが
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緊急の課題になっている。

上記の役割分担を基本としながらも、総合災害管理局はその必要性から緊急対応を中心に既に

防災計画の策定を行っており、一部訓練等が赤新月社や消防局等の応急対応関連機関との協力に

より実施されている。このような状況から、本件調査においては、C ／ P 機関である CEST に加

えて、総合災害管理局との密接な協力が必要である。

2 － 7 － 2　テヘラン市地震環境研究所（CEST）の現状

本件調査のような具体的な対策の実施をめざしたマスタープランの策定においては、カウン

ターパート機関の能力を的確に認識し、それに基づいて調査をデザインすることが極めて重要

である。そのような観点から、ここではまずカウンターパート機関であるCEST の能力に関す

る印象を率直に述べ、その後 CEST の現状に関する客観的な事実を示すこととする。

（1）CEST の現在の能力について

今回の事前調査に基づいたカウンターパートである CEST の印象であるが、依然として

力不足は否めない。前回のプロジェクト終了後の努力に関して言えば、組織的な拡充への

努力がなされているようであり、この点については評価したいが、将来の具体的な能力を

判断するだけの情報の提示はない。ただし前回の調査時における CEST の極端な力不足状

態と比較すれば、現在の状況は、マイクロゾーニングの結果（前回の調査成果）を示したこ

と、さらに今回本プロジェクトを進めるに際して展開してきた活動によって、CEST を取り

巻く環境は随分良くなっている。その違いは、例えば前回のプロジェクトでは、CEST が独

自に関係する諸機関への訪問のアレンジメントがほとんどできなかったのに対して、今回

は重要ないくつかの施設の訪問が実現した。この点は前回の時点から大きく前進した点と

して評価できる。ただしこれについても、今回の状況が特に優れていると言うことではな

く、前回の調査時の状況が極端に貧弱であったと言うことにほかならない。

総合的に判断して、本格調査を実施するカウンターパートとしての CEST の技術的・人

材的・機材的な実力は依然として低いと言わざるを得ない。事実、マイクロゾーニングの

内容とデータのオペレーションができる人材がいないために、前回のプロジェクトの成果

品であるマイクロゾーニングのデータのアップデートやこれを次につなげるような具体的

な活用は行われていない。イラン国の他の研究機関で、同じ JICA の研究成果が具体的にラ

イフライン施設の防災対策などに活用されている事実から判断しても、カウンターパート

としては残念な状況である。CEST が前回調査終了後から現時点までに実施した活動として

報告した内容は、関連機関からのデータの追加収集であり、このデータをシステムに入力

してアップデートすることはできていない。
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また前回調査終了時に、CEST には成果品としてのレポートとデータを関連するすべての

機関や組織にオープンし配布するよう依頼してあったが、実際にはこれらの情報が必ずし

も適切な関係機関に配布されているわけではない。例えばプロジェクトと強い関係のある

テヘラン大学工学部の土木工学科の研究者にも彼らが利用できる形でのデータの提供は行

われていない。

前回のプロジェクトの終了時に、様々な反省点（特にカウンターパートのCEST の力不足）

を踏まえて提案されたことは、「JICA の成果品としてのデータとレポートを関連する諸機関

（例えば大学や研究機関など）に配布し、ある期間をおいてこの成果を最も適切に活用でき

た組織を、前回プロジェクトに関連して次にプロジェクトを立ち上げる場合のカウンター

パートとすべきである」というものであった。この提案は実現されなかったが、今回の事前

調査を通して能力のある関係機関を広く巻き込んだ体制が構築できる見通しとなり、CEST

も関係機関との協力体制の強化に積極的に取り組んでいることは評価できる。

マイクロゾーニングに不可欠なテヘラン市の土地利用や建物に関する情報（前回のプロ

ジェクトではこの入手が最困難事項であった）、しかも質も量も十分な電子データの整備が、

テヘラン市のコンピューターサービス協会（Computer Service Organization）や都市計画・

デザイン局（Department of Urban Planning and Design）、テヘラン GIS センター（GIS

Center of Tehran）などによって進められ、おおむね 2 ～ 3 年以内に完備される見通しであ

る。ちなみに現時点まででDepartment of Urban Planning and Design が整備を完了し、日

常的な管理を行っているテヘラン市の建物に関するデータは、市内の約 90 万棟の建物の 80

％に近い 70 余万棟である。これらのデータは言うまでもなくマイクロゾーニングのアップ

デートに活用できるデータとなっている。本格調査では、このような機関との協力が不可

欠であり、CEST の能力不足を補完できる体制づくりが本格調査に向けて進められていくこ

とが強く望まれる。
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（2）組織体制

CEST の報告によると、現在 CEST の人員は以下のとおりである。

表 2 － 15　CEST の人員構成

現在の人員は兼任者も含めて上記のとおりであるが、CEST の報告によると、ファイナン

ス部門は市の Deputy for Engineering Executive が所管しており、またプロジェクトの実

施に際しては、テヘラン GIS センター等の他の機関との共同が可能な体制になっていると

のことである。

現在CEST は、大幅な人員の増強を伴う新組織の申請を市長に提出したところであり、こ

れが承認されれば、本格的な防災組織の構築に向けて組織の強化を図ることができること

になっている。体制図は付属資料に示すとおりであるが、新組織は大きく地震研究部門、環

境部門、防災研究部門、情報・教育部門、管理部門の 5 部門から構成され、100 人規模の組

織をめざしている。

（3）保有設備等

現在 CEST は合計 13 台の PC を所有しており、プリンター、スキャナー等の一般的なオ

フィス機器に関しては、おおむね十分な数がそろっていると言える。主要な機器及びその

台数は以下のとおりである。
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表 2 － 16　CEST の所有機器の概要

保有機器の詳細は付属資料に示すとおりであるが、一般的なオフィス機器以外に研究用

の資機材は特に所有していない。

通信環境の整備については、事前調査の段階では全く進んでおらず、インターネットも

ダイヤルアップ接続の状況であった。ただし、事前調査団が現地滞在中に LAN の工事が行

われており、またインターネット接続環境の整備に関する検討も行われていた。

デジタル化の状況については、現在は地図や図面等の作成・運用に AutoCAD と ARC

INFO ／ ARC VIEW を利用している。また、地図や図面等の出力にはプロッター（HP De-

sign Jet 1050c）が利用できる状況にある。CEST が所有するソフトウェアについては、付

属資料のリストに示している。

2 － 7 － 3　テヘラン市の防災組織にかかわる課題

関係機関のインタビュー結果を中心に考察すると、テヘラン市の防災組織の課題として、以

下の事項があげられる。

（1）防災対策の内容の整理とそれに基づく組織体制の整備

テヘラン市当局の防災組織は立ち上げの段階であり、災害管理センターと地震環境研究

所の 2 つの防災の専門組織を中心に関連組織も含めて、適切な役割分担を図り防災にかか

わる組織体制を整備していくことになるが、現在までのところ、防災対策の全体が必ずし

も整理されていないことから、組織体制の整備にも混乱が生じている。防災対策として、実

施すべき内容の明確化がまず必要であり、それに基づいて適切な組織体制を整備していく

という観点で作業を進めることが当面必要である。

（2）CEST の人材の育成

現在 CEST では組織の強化のために、大幅な人員の増強を図ろうとしているところであ

るが、たとえ増強されたとしても、人員の多くは防災業務の経験が少ないかほとんどない

ことは明らかであり、防災対策の実際を理解し、関係機関との適切なコーディネーション
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の下、調査・計画の業務を実施できる人材の育成が当面の課題となる。

（3）情報化の推進

テヘラン市の他の機関、例えば都市計画・デザイン局、テヘランGIS センター、コンピュー

ターサービス協会等の組織に比べて、CEST 内部の情報化は極めて遅れていると言わざるを

得ない。防災計画に活用できるデータはこれらの組織に相当のレベルで整備されてきてお

り、これらの組織とのデータの授受や迅速なデータの取得を可能にする環境を整備するこ

とは、CEST の研究機関としての能力を高めるうえで非常に重要である。

2 － 8　関連データの整備状況

2 － 8 － 1　都市計画関連データ

テヘラン市の都市計画あるいは建築物にかかわるデータは、テヘラン市GIS センター、テヘ

ラン市都市計画・デザイン局、テヘラン市コンピューターサービス協会の 3 つの組織が相当程

度のデジタルデータを所有しており、防災計画の策定に極めて有用であることが事前調査で確

認された。組織ごとに所有するデータの概要は以下のとおりである。

（1）テヘラン市 GIS センター（Tehran GIS Center）

このセンターでは、土地利用、交通施設、河川、ライフライン等の都市計画・都市施設に

かかわるデータに加えて、地質図、マイクロゾーニング等のエンジニアリング関連のデー

タを整備している。GIS センターで入手できる主要な地図の一部を以下に示す。また、都

市計画・都市施設関連のデータ構成の詳細は付属資料に示すとおりである。

表 2 － 17　GIS センターの主要な地図データ
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建物データに関しては、更新が必ずしも適切に行われておらず、現状ではかなり古いデー

タも含まれている。また、ライフラインに関してもサービス会社が所有するデータとの互

換性が確保されていないことから、データの更新が適切に行われていない部分がある。し

かしながら、部分的に不完全なデータがあったとしても、この組織の提供できる GIS デー

タの活用範囲は広く、都市のマクロな分析には非常に有用である。

（2）テヘラン市都市計画・デザイン局（Department of Urban Planning and Design）

テヘラン市都市計画・デザイン局では、都市計画への GIS の活用に加えて、建築許可の

手続きにかかわる建物データをデータベース化しており、随時（1 日遅れ）更新している。ま

た、過去のデータのデジタル化も推進してきたことにより、現在では市内の建築物すべて

の 80％をカバーしている。データの整備は現在も継続的に行われており、登録されている

建物に関する限り、5 年以内にすべてのデータを整備することを目標にしている。

テヘラン市の都市計画は、総合計画及び特定の都市開発計画などはこの組織で行われ、地

区レベルの詳細都市計画は区役所の当該組織で行われている。いずれのレベルの都市計画

に関する作業もGIS ／ CAD を用いて行われており、データの更新等の運用面、計画技術へ

の活用面、両方においてそのレベルは比較的高い水準に達している。

（3）テヘラン市コンピューターサービス協会（Tehran Computer Services Organization）

テヘラン市コンピューターサービス協会では、市の当該機関から情報収集してテヘラン

市内の建物、土地等に関するデータをGIS（GE-Small World）を使って整備している。デー

タは土地区画を単位として、そのなかの建物、設備、建物構造、所有者情報、課税基準など

詳細に整備されている。コンピューターサービス協会によると、これらのデータを活用し

て以下の分析が可能である。

表 2 － 18　コンピューターサービス協会の主要な分析機能

このデータベースの詳細は、付属資料（Land-Parcel Database）に詳しい。
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2 － 8 － 2　テヘラン市周辺での強震計の配置状況

イラン国での強震観測は建築研究所（BHRC）の統括下にあるが、このうちテヘラン市周辺の

配置状況は図 2 － 14 のとおりである。かなり高密度に展開されているが、現在までのところ、

この地域ではそれほど強い地震動は観測されていないようである。
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第 3 章　本格調査への提言

3 － 1　調査の基本方針

本件調査は、前回のマイクロゾーニング調査の結果を受けて、テヘラン市の総合的な防災計画

を策定するマスタープラン調査である。1990 年のマンジール地震によって、防災の重要性が強く

認識され、国レベルの対策や各種機関による活動が実施されてきてはいるものの、都市の地震総

合防災という観点では、技術的・政策的な蓄積が乏しい。このような状況のなかで、近い将来発

生する可能性が指摘されている地震に備えるための計画を策定することが本調査の目的であり、ま

た、早期に被害を軽減するための具体的な対策を実施していくことの重要性を考え、緊急プロジェ

クトの立案が調査に含まれている。

マスタープランとその実施という観点では、具体的な活動が継続的に実施されていくことが災

害リスクの低減を図っていくうえで極めて重要であり、その意味においてカウンターパート機関

を含めた現地関係者のキャパシティ・ビルディングは本調査の重要な要素の 1 つである。特に、組

織体制が整備されていない現在の市当局の状況を考えると、本件調査は組織体制のあり方も含め

た計画の策定となることから、その内容には高い実現性が要求される。

以上のことを踏まえて、以下に調査フェーズごとに重視されるべき事項を基本方針として列挙

する。

（1）基礎調査

防災対策が確実に実施されていくためには、マスタープランの実効性を広く認識してもら

うことが必要であり、そのためには、その前提となる被害予測に対する信頼性が高くなけれ

ばならない。そのような観点で、前回調査のマイクロゾーニングの精度を高める。

（2）マスタープランの策定

多くの様々な機関がかかわる総合防災計画を効率的かつ効果的に実施していけるよう、防

災対策それ自体と実施のための組織体制が現実的に高い整合性をもつことを重視する。

（3）アクションプラン

マスタープランの着実な実行と並行して実施すべき、近い将来起こりうる地震に備える緊

急度の高いプログラムを、調査時点でのイラン側のポテンシャルを前提に策定する。
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3 － 3　調査の項目及び内容

本件調査では、フェーズⅠ～Ⅲの 3 段階に分けて調査を実施することとする。フェーズⅠでは、

関連情報・各種データの収集・更新、市内主要地域の現地踏査・分析、及び総合的な防災現況評

価から成る基礎調査を実施する。フェーズⅡでは、地震発生以前に実施しておくべき震災予防対

策、緊急・応急時の対応方策、震災後の復旧・復興計画を含むマスタープランを策定する。フェー

ズⅢでは、マスタープランのなかで計画されたプロジェクトについて、実施に向けたアクション

プランを策定するとともに、緊急を要する優先プロジェクトを複数選定し、緊急プログラムとし

て取りまとめる。

フェーズごとに、主な業務内容は次のとおりである。

〈フェーズⅠ：基礎調査〉

【国内準備作業】

（1）調査の基本方針、内容、方法等の検討

先方要請書、実施細則（S ／W）、協議議事録（M ／M）及び前回調査報告書（「イラン国

大テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査、2000 年 11 月」）、本件事前調査報告書等に

かかわる検討、分析を行い、本格調査の基本理念と実施方針、具体的な調査内容、工程等を

検討する。

（2）第 1 次現地調査の準備

テヘラン市の地震防災にかかわる行政・法規準・組織、土地利用、主要公共施設、インフ

ラ・ライフライン等の既存資料の収集のためのリストを作成する。収集すべき資料・デー

タ等は以下の項目に関連するものを含むこととする。

ア）既存地震マイクロゾーニングのレビュー

イ）地震防災にかかわる上位計画等

ウ）土地利用の現況及び将来計画

エ）道路・交通施設の現況及び将来計画

オ）ライフラインの現況

カ）主要公共施設の立地状況

キ）関連する法規・組織・制度の現状

ク）既存マイクロゾーニングの更新

（3）関連調査報告書・資料等の収集・分析

日本及び先進国における総合地震防災にかかわわる技術、法制度、具体的な施策の最新
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動向を整理・分析し、アクションプランの策定候補の一覧表を準備する。これらのアクショ

ンプランに関する仮説を考慮して、上記以外に特に調査が必要な項目があれば追加する。ま

た、アクションプランの候補はインセプションレポートに記載することとする。

（4）インセプションレポート（IC ／ R）の作成

上記の（1）、（2）での検討を踏まえて、以下の内容を含む IC ／ R を作成する。

ア）調査の背景、目的

イ）調査の実施方針

ウ）調査の内容と実施方法（作業項目、手法等）

エ）調査団構成、各団員の役割及び作業期間

オ）C ／ P の構成及び役割

カ）便宜供与の依頼事項

キ）報告書（提出時期、部数等）

ク）技術移転計画

ケ）付属資料

【第 1 次現地調査】

（1）IC ／ R の提出、説明、及び協議

イラン側関係者（C ／ P、ステアリング・コミティ、テクニカル・コミティ、インプリメ

ンテーション・コミティ等）に対して、IC ／ R を提出し、その内容に関する協議を通して

先方の同意を得る。また、同時にイラン国側 C ／ P 機関による便宜供与内容の履行見込み、

C ／ P の配置、及び各種コミティの構成メンバー・開催頻度などの運営についての確認を行

う。

（2）既存データの収集・更新の実施

国内準備作業で作成した資料リストに基づいて、既存資料・データの収集を行うととも

に、それに基づいて既存サイスミック・マイクロゾーニングを更新する。また、サイスミッ

ク・マイクロゾーニングの更新に際しては、調査終了後の適切かつ持続的な更新を可能に

するよう、全調査期間を通じて定期的にワークショップ等を開催して C ／ P 及びその他の

関係者に対して十分な技術移転を行う。

（3）現地踏査及び詳細分析

調査地域内の地震防災上の具体的な問題把握と地震被害を軽減するための方策の可能性
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を検討することを目的として、以下の項目に関する現地踏査と詳細分析を実施する。調査

の詳細度は、少なくとも前回調査において第 17 区を対象に実施されたパイロット調査以上

とし、またアクションプラン候補の計画が策定可能な程度とする。

ア）防災上危険な地域の実態把握

イ）市民の防災意識の把握

ウ）主要公共施設及び住宅・オフィス等の現況把握

エ）ライフラインの整備状況の把握

オ）交通施設の現況把握

（4）総合防災診断

ここでは、マイクロゾーニングの更新結果や詳細分析の結果等に基づいて、総合防災計

画の基本方針策定の前提となる被害想定や災害リスクを総合的に診断・評価する。人的・物

的な被害は前回調査と同様の手順によって想定できるが、本件調査ではその結果を更に社

会・経済的なインパクトとして評価し、基本方針や対策の優先づけの指針を示す。

診断手順は以下のとおりである。

ア）災害素因のインベントリーの作成

現地踏査や詳細調査の結果に基づいて災害を引き起こす因子（脆弱建物、危険施設、

ライフラインの供給・処理施設等）のインベントリーを作成する。

イ）脆弱性診断

上記インベントリーの個別項目ごとに脆弱性の診断を行う。

ウ）リスクアセスメント

想定シナリオに基づく被害想定、更にその被害想定に基づく社会・経済的なインパク

トを評価する。特に経済的なインパクトに関しては、災害のリスクを正確に理解するう

えで重要であることから、経済的な損失や産業等に与える短期的あるいは長期にわた

る影響の大きさを定量的に評価する。

（5）プログレスレポート（P ／ R）の作成、提出、説明、協議

これまでの調査結果を、P ／ R として取りまとめ、イラン側関係者に提出し、先方と協議

のうえ、合意を得る。

（6）第 1 回防災普及セミナーの開催

地震防災の重要性やその内容を広く一般に普及することを目的に、フェーズⅠで実施し

たテヘラン市の地震防災に対する総合防災診断等の内容を紹介するセミナーを開催する。ま
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た、このセミナーは防災普及のパイロット・プロジェクトとして位置づけ、コミュニティ

防災の計画に生かされることを意図するものである。

セミナーの参加者は、コミュニティレベルの防災活動において中心的役割を担う組織（区

役所の関係者、学校関係者、コミュニティグループ、NGO）や建設・不動産業界の団体等都

市防災の強化に密接な関係をもつ団体から選定する。参加者数は 200 人程度を想定してお

り、事前にパンフレット（10 ページ程度）を準備するとともに、セミナーの結果を 30 ペー

ジ程度の議事録（Proceedings）にまとめる。

〈フェーズⅡ：マスタープランの策定〉

【第 2 次現地調査】

（1）基本方針等の検討・策定

フェーズⅠで行った総合的な防災診断結果を踏まえて、ここではマスタープランの前提

となる地震防災の基本的な方針を以下のとおり定める。

ア）想定される地震被害

マスタープランが対象とする被害の全体像とめざすべき被害の軽減レベルを明確に

する。

イ）基本方針

上記に基づいて、マスタープラン策定の基本方針を「事前予防対策」、「緊急・応急対

応」、「復旧・復興」の 3 つに分けて整理する。基本方針は、優先プロジェクトの選定や

目標とすべき災害軽減程度等の指針となるものでなければならない。

ウ）防災対策の実施体制

中央、市、区の各レベルにおける主要な関係機関とその組織構造を明確にする。

（2）事前予防対策計画の策定

災害を軽減する予防対策として、以下の項目を含むマスタープランを策定する。

ア）防災都市づくり

防災対策における都市計画の重要な役割の 1 つは、震災復興を想定した望ましい都市

の将来像を描いておくことである。復興期に再度脆弱な都市を造らないためにマイク

ロゾーニングの結果を踏まえた将来都市計画を定める。また、この将来計画との整合性

を考慮しながら都市をこれ以上脆弱にしないため、あるいは脆弱性を緩和するため、以

下の項目を含むマスタープランを策定する。

・ 土地利用、土地開発規制

・ 防災都市構造化（避難場所、避難路、防災拠点等）
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・ 市街地の再整備　等

イ）建築・土木構造物の耐震性向上

地震被害、特に人的な被害や構造物の被害の最小化には、施設の耐震性の確保が基本

であることは既に述べたが、ここではその現実的な耐震強化策について計画する。計画

は以下のセクターを含むこととするが、耐震設計規準に関して、一般建築物の耐震強化

のための見なおしを含むこと。

・ 公共施設（学校、病院、保健所、市役所・集会所等）

・ 道路・交通施設

・ ライフライン

・ 耐震設計規準　等

ウ）コミュニティ防災計画

現在、テヘラン市の行政上の最小単位は Sub-District であり、コミュニティレベルの

単位は存在しない。また、かつての伝統的なコミュニティは都市化に伴って消滅してい

ることから、現在は防災に活用できるコミュニティレベルの社会単位がない。このよう

な状況を前提に、ここでは学校あるいはモスク等の施設を中心にした新たな防災コミュ

ニティの組織化を含めて、コミュニティレベルの防災計画を策定する。計画には以下の

項目を含むこととする。

・ 防災体制の整備

・ 防災知識の普及

・ 防災訓練の充実　等

（3）応急対策計画

応急対策計画は、市当局の担当部署により計画が進んでいることから、それら内容を十

分に踏まえたうえで、改善計画を提案することになる。マスタープランには以下の項目を

含むこととする。

ア）応急対策の実施体制

イ）情報管理計画（被害把握、対処施策等）

ウ）避難活動計画

エ）救出・救助活動計画

オ）輸送・交通対策計画

カ）医療・保健衛生対策計画

キ）飲料水・食料供給対策計画　等
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（4）復旧・復興計画

復旧・復興期に備えた準備として、以下の 2 つの項目を含む支援制度の計画を策定する。

ア）復旧・復興計画支援の法制度の枠組み

イ）復旧・復興にかかわる財政支援方策

（5）インテリムレポート（IT ／ R）の作成、提出、説明、協議

これまでの調査結果を、IT ／ R として取りまとめる。また、IT ／ R をイラン側関係者に

提出し、先方と協議のうえ、合意を得る。

（6）第 2 回防災普及セミナーの開催

地震防災の重要性やその内容を広く一般に普及することを目的に、フェーズⅡで実施し

たマスタープランの内容を紹介するセミナーを開催する。

〈フェーズⅢ：アクションプランの策定〉

【第 1 次国内作業】

（1）優先プロジェクト選定基準の作成

優先プロジェクトの選定に先立ち、選定作業において検討すべき選定基準（案）を事前に

準備する。

（2）優先プロジェクト候補のリストアップ

マスタープランの結果に基づいて、第 3 次現地調査で検討すべき優先プロジェクト候補

のリストアップを行う。

【第 3 次現地調査】

（1）優先プロジェクトの選定とアクションプランの策定

第 1 次国内作業で用意した基準に基づいて、マスタープランのなかから、特に優先的に実

施すべきプロジェクトを選定し、アクションプランを策定する。プロジェクトは、その実

施に要する期間に応じて以下の 3 つに分類して計画する。

ア）短期（1、2 年）プロジェクト

重要な公共施設の耐震補強、防災拠点の整備、防災知識の普及等、短期間で 1 つのま

とまった活動の実施が可能なもののなかから優先的に実施すべきものを選定する。

イ）中期（3 ～ 5 年）プロジェクト

防災能力の強化を目的とした市街地再整備、ライフラインの耐震性強化、防災コミュ
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ニティの組織化等、中期的な活動を想定して優先的に実施すべきものを選定する。

ウ）長期（6 年以上）プロジェクト

建築構造設計基準・耐震設計規準等の整備・強化、土地利用・開発規制の強化等、長

期にわたって継続的に実施するプロジェクトから選定する。

【第 4 次現地調査】

（1）緊急プログラムの立案

上記優先プロジェクトのうち、緊急性の高いものを選定し、それら複数のプロジェクト

から構成されるプログラムを緊急プログラムとして取りまとめる。ここでは、公共施設の

耐震補強等のハード的施策とそのために必要な組織体制の整備等のソフト施策を適切に組

み合わせたプロジェクトのパッケージを想定している。

（2）実施コストの概算見積り

上記までで計画されたアクションプラン及び緊急プログラムの実施に要する費用の概算

を見積もる。

（3）DF ／ R の作成、提出、説明、協議

これまでの調査結果を、DF ／ R として取りまとめる。DF ／ R をイラン側関係者に提出

し、先方と協議のうえ、合意を得る。

（4）第 3 回防災普及セミナーの開催

地震防災の重要性やその内容を広く一般に普及することを目的に、フェーズⅢで実施し

たアクションプランの策定の内容を紹介するセミナーを開催する。

【第 2 次国内作業】

（1）ファイナルレポート（F ／ R）の作成・提出

DF ／ R に対する先方政府からのコメントを勘案して適切な修正を加えた後、F ／ R を作

成・提出する。
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3 － 4　調査の工程

本調査は、平成 14 年 8 月中旬より開始し、約 25 か月後の終了を目処とする。また各報告書の

作成の目処は次の工程によるものとする。

3 － 5　調査団の構成

本調査には、次の各分野を担当する団員が参加することを基本とする。

ア．総括／都市防災

イ．副総括／災害管理

ウ．都市計画

エ．建築構造

オ．インフラストラクチャー／ライフライン

カ．コミュニティ防災／社会分析

キ．経済分析

ク．組織・制度

ケ．災害救援・災害医療

コ．GIS

3 － 6　調査実施体制

本件調査のカウンターパート機関は、テヘラン市地震環境研究所である。テヘラン市の防災組

織体制は、市防災顧問の下に総合災害管理局と CEST の 2 つの組織が置かれ、前者が防災対策の

実施及び関連機関の調整を、後者が計画の策定を担当することになっている。現在テヘラン市の

防災対策は中央政府からの権限の移管に伴う移行期にあるため、両組織とも組織体制の強化を図っ

ているところであり、CEST に関しては特に人員の増強を図ることが緊急の課題になっている。カ

ウンターパート要員の選定結果は、この人員増強の結果を受けて本格調査開始までに回答を得る

予定である。

また、本件調査は地震防災にかかわる総合計画であることから、関連する機関が国、市、民間

を含めて多数あり、また計画された対策が実施されていくためには、その実施に権限と責任を有



─ 60 ─

する関係機関のコミットメントが必要不可欠である。さらに、地震防災にかかわる各種技術を適

切に更新していくためには、大学を含む研究機関の協力も重要である。このような理由から、本

件調査では調査全体の運営、技術支援、及び実施支援を行う委員会をそれぞれ以下のとおり設置

することとした。

3 － 7　調査用資機材

（1）コンサルタントに購入・輸送業務を委託する資機材

コンサルタントは調査用資機材として、当事業団の業務の一環として関連する会計規定を

遵守する方法・手段により、以下の資機材を第 1 次現地調査開始後現地にて速やかに調達す

る。

（2）その他必要と思われる機材については、資機材等購送費（損料ベース等）で用意する。

3 － 8　調査実施上の留意事項

調査の実施にあたっては、次の点に留意するものとする。

（1）イランの地震防災の持続的な発展への配慮

イランの地震工学研究者の質と数はかなり高く、いくつかの研究機関では、高性能な振動

台や動的載荷装置、大型 3 軸土質試験機、遠心載荷装置などの設備を所有し、先端的な研究

を実施している。しかしながら、イランには近代都市を襲った地震被害の経験は無く、都市

型震災に関する総合的な地震防災対策の具体的なノウハウは無い。特に、地震防災に対する

社会科学的な研究や配慮は今後の重要な課題の 1 つである。

地震によって発生する地震被害を最小化するには、特に人的な被害や構造物の被害の最小
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化には、まずはハード、つまり施設の耐震性の確保が基本であることを踏まえると、テヘラ

ン市で最も重要なことは、既存の耐震性の低い構造物の耐震補強・耐震改修の問題である。大

学や研究機関のこれまでの研究成果の質の高さとの比較から見ると、現在のテヘラン市にお

ける地震防災対策の現状は全く不十分と言える。

これらのことを十分踏まえて考えるべきことは、マイクロゾーニング等の基本情報とそれ

を用いた各種防災対策の計画が、持続的に活用される環境を実現することである。そのため

には、プロジェクト終了後もその成果がイラン側で独自に適切に、しかも持続的に活用され

るための仕組みを併せて本件調査で提案することが重要である。

（2）テヘラン市の防災を取り巻く状況と本件調査の位置づけの理解

2000 年にテヘラン市の防災対策にかかわる責任と権限が市当局に移管され、既に 2 年が経

過しようとしているが、その実態は依然移行期間にあると言える。具体的には、組織体制や

関係機関の役割分担が曖昧で重複しており、さらに関係機関の調査が不十分かあるいは行わ

れていないため、技術や資源の有効活用が図られていない。

このような状況を改善するためには、防災対策の全体像を描き、それに基づいて関係機関

の適切な役割分担を図り、効果的な防災対策を着実に実施していくことが肝要である。この

ような状況から、本件調査で策定されるマスタープランの果たす役割は大きく、特に短・中・

長期に分けて策定されるアクションプランは、組織体制の整備をも含むテヘラン市の防災対

策実施のマイルストーンになるよう策定される必要がある。

（3）テヘラン市防災対策の中心機関

先に述べたとおり、市当局内には防災顧問の下に、CEST と CEMS という 2 つの防災を担

当する組織が置かれている。この 2 つの組織の役割分担については、事前調査団より以下の

原則が確認されている。しかしながら、現在までのところ両者の活動には整合性を欠く部分

が多く見受けられる。

上記の役割分担を基本としながらも、総合災害管理局はその必要性から緊急対応を中心に

既に防災計画の策定を行っており、一部訓練等が赤新月社や消防局等の応急対応関連機関と

の協力により実施されている。このような状況から、本件調査においては、C ／ P 機関である
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CEST に加えて、総合災害管理局との密接な協力が、特に緊急対応分野において不可欠である

ことに留意する。

（4）マイクロゾーニングにかかわる技術移転の徹底

提出された要員リストによると、現在CEST には18 人の技術者・専門家（分野：Seismology,

Geology ＆ Geophysics, Engineering Geology, Environmental, Computer Science, Ar-

ch i t e c t u r e ,  S t r uc tu r a l  and  Ea r t hquake  Eng inee r i ng ,  C iv i l  Eng inee r i ng ,  Min ing

Engineering）が在籍していることになっている。事前調査において、その詳細は明らかに

されなかったものの、このうちのかなりの人数は他機関との兼務であると思われ、人材の

確保が大きな課題となっている。

現在 CEST では大幅な人員の増強を計画しているが、たとえ増強されたとしても時期的

にマイクロゾーニングの更新作業は本件調査の大きな作業の 1 つになる。同時に、新たな

人材の確保に伴い CEST はマイクロゾーニングに関する技術移転が再度行われることを強

く要望しており、マイクロゾーニングにかかわる技術移転が確実に行われるようワーク

ショップ等を活用した技術移転方法を適切に計画し、実施することとする。

（5）被害予測の精度向上

特定の地域における地震の被害予測には、実際の建物の分布とその強度に関するデータ

を反映することが高い予測精度を確保するうえで重要である。テヘラン市で最も多い構造

形式は鉄鋼骨組みと組積造壁より成る構造形式であるが、前回のマイクロゾーニング調査

では被害関数の設定に使用可能なテヘラン市の地震被害データがなかったことから、アド

ベ（日干しレンガ）造や無補強建物が大半を占めるマンジール地震（1990 年）のデータを使

用せざるを得なかった。

本件調査では、マスタープランの前提となる被害予測の精度向上を図る観点から、建物

種別ごとの被害関数の設定において、特にテヘラン市に多い鉄骨造について個別の被害状

況と比較・検討することで、被害関数の精度を高める努力が是非とも必要である。マンジー

ル地震後の 1991 年よりUNDP（国連開発計画）の支援により、イランの大学や研究機関で

は被害関数の設定に有用な研究が行われてきており、これらの成果を活用し被害予測の精

度向上を図る。

また、被害予測に際しては、以上のような仮定条件の吟味が極めて重要であることから、

その結果は予測値の信頼性の幅として示されるか、またはそれが困難な場合は、最大値、中

間値、最低値の 3 点において予測値が示されることが必要である。
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（6）都市計画行政にかかわる留意点

テヘラン市の都市計画マスタープランは、中央政府（住宅・都市開発省）の責任において

策定されており、それに基づいて市当局（都市計画・デザイン局）が総合計画を策定し都市

計画を実施することになっている。現在のマスタープランは 1992 年に改定されたものであ

るが、これは既にマスタープランとして実効性が低く、そのため市当局はこのマスタープ

ランによらず独自に総合計画の策定と実施を行っているのが実情である。

このような状況にあって、居住・都市開発省はその計画対象をテヘラン首都圏へと広げ、

テヘラン市への人口集中の抑制とテヘラン市周辺の開発の誘導に取り組んでいる。一方で、

市当局は独自の総合計画に基づいてセクターごとの計画や、バザール地区の再整備を含む

特定の計画を策定し実施している状況にある。

このように、現在のテヘラン市の都市計画は法的な枠組みと実際が乖離している。また、

既に市では各種の計画にGIS を使用し、GIS ベースで詳細に都市の実態を把握することが

可能になりつつある。さらに、建築許可にかかわる建物のデータベースを整備しているな

ど、その能力は既にかなり高いと言える。一方で、前述のとおり調査対象地域のうち市域

の外に関しては住宅・都市開発省が依然として大きな役割を果たしていることから、マス

タープランにおける将来都市計画の検討にあたっては、これら都市防災に係る現状を十分

に考慮する必要がある。

（7）建築物の耐震強化について

イランで建築基準法が本格的に整備・運用され始めたのは 1970 年代である。また、耐震

設計規準が制定されたのは 1988 年であり、その後 1990 年 6 月のマンジール地震の被害を

踏まえて 1999 年に改訂されている。したがって、テヘラン市内にある建物の耐震性を大雑

把に把握するためには、これらの法規が制定された前か後か、また実際に法規が遵守され

ているか否かが 1 つの目安になる。この観点から市内の建物は次の 3 つのグループに分け

られる。
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さらに、現地踏査を踏まえて市内にある建築物を構造形式で分類すれば以下のようにな

る。

本件調査では、まずこのような分類を用いて既存建物の概況を把握することが必要にな

る。また、既存建物の耐震診断に際しては、現在広く認知された方法がイランにはないこ

とから、日本や欧米の手法をイランの実情に合わせて活用することが現実的な対応と言え

る。

（8）ライフラインの防災について

水道、電気、ガスを含むライフラインのサービスは、国営企業により実施されており、近

年地震防災への対応の必要性がこれらの企業において認知されてきている。いずれも対象

となるライフライン施設のサービスネットワークの脆弱性を含めた広範な耐震性の検討が

必要である。

例えば水道であれば、想定される地震動、被害予測、断水による社会・経済的な影響、及

び防災対策（施設の耐震補強、緊急時対応計画等）を検討しなければならない。水道に関し

ては日本の協力（神戸大学）を得て、地震防災に関する調査が Power ＆ Water Institute of

Technology を中心として進行中である。また、電気・ガスについても国営企業により地震

防災に関する調査研究が検討されている。

本件調査ではこれらの成果を積極的に活用していくこととする。

（9）関係機関のデータの整備状況について

本件調査に極めて有用なデータを所有している組織として、次の 4 つの組織があげられ

る。

テヘラン市GIS センターは、都市計画図、地形図、地質図等の地図をGIS で作成してお

り、上記の機関はいずれもベースマップとしてこのセンターで作成されたものを利用して

いる。現在、これらの機関の所有するデータをシームレスで統合利用することが検討され
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ている。テヘラン市都市計画・デザイン局では、都市計画へのGIS の活用に加えて、建築

許可の手続きにかかわる建物データをデータベース化しており、随時（1 日遅れ）更新して

いる。また、過去のデータのデジタル化も推進してきたことにより、現在では市内の建築

物すべての 80％をカバーしている。テヘラン市コンピューターサービス協会では、税金徴

収のために土地区画ごとの建物データを GIS で管理・更新している。このように、イラン

では既に建築、都市にかかわるかなりのデータがGIS 上で活用可能な状態になっており、こ

れに加えて各データベース間にシームレスな環境が実現すれば、防災計画への活用の可能

性は飛躍的に広がると考えられ、本件調査でも統合的な活用を計画する。

（10）CEST 所有の資機材等

ア）執務環境

現在 CEST は合計 13 台の PC を所有しており、プリンター、スキャナー等の一般的な

オフィス機器に関しては、おおむね十分な数がそろっていると言える。本件調査団の執

務スペースはCEST 内部に確保される予定であり、コピー機、電話・FAX 等の一般的な

事務機器は利用できる。一般的なオフィス機器以外に研究用の資機材は特に所有してい

ない。事前調査団が現地滞在中に LAN の工事が行われており、またインターネット接続

環境の整備に関する検討も行われていた。現在はダイヤルアップ接続である。

資機材等に関する CEST の現状は以上のとおりであるが、既に述べたとおり CEST は

人員の強化を図ろうとしているところであり、それに伴ってコンピューター環境の充実

を計画している。このような状況を前提に、日本側としては最低限グラフィック操作専

用機として、PC2 台（GIS 専用：1 台、その他のグラフィック操作用：1 台）を用意する。

イ）GIS 等の運用

現在CEST は、地図や図面等の作成・運用にAutoCAD とARC INFO ／ARC VIEW を

利用している。また、地図や図面等の出力にはプロッター（HP Design Jet 1050c）が利

用できる状況にある。

本件調査では、先に述べた関連機関におけるGIS 等にかかわるデータの整備状況や今

後の見通し、データ統合の可能性を勘案して、防災情報化やその前提になる GIS の活用

範囲等に関して計画することになる。

（11）イラン側のキャパシティ・ビルディング

震災に強い都市を造っていくためには、長期にわたる継続的な努力が欠かせないことか

ら、計画それ自体の内容に加えて、C ／P 機関であるCEST 及び関係諸機関のキャパシティ・

ビルディングが極めて重要である。すなわち、マスタープランやアクションプランに加え
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て、イラン側関係機関の能力の向上が本件調査の重要なアウトプットである。本件調査で

は、その点を十分に考慮し、計画の策定過程における各種計画技術の移転に十分な配慮を

行う。
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資料 7　調査結果の詳細（現地調査日誌）

1．CESTとの協議（1）

日　時：4 月 3 日（水）10：00 ～ 18：00

場　所：Centre for Earthquake ＆ Environmental Studies of Tehran（CEST）

出席者：Mr. Fareed Mehdian（Executive Director）

Mr. Ahmad Naderzadeh（Senior Researcher, and Head）

Mr. Ali R. Sabeti（Head, Environmental Div.）

Mr. A.A. Moinfar（Consultant）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

1）当面の調査団スケジュールの確認

・4 ／ 6（土）は終日 S ／W 協議を予定。CEST に加えて、テヘラン市防災顧問で本件調査の総

責任者でもあるザルガリ氏も参加する。

・4 ／ 7（日）は日本国大使館表敬訪問の後、10 時から S ／W 協議を行う。

・4 ／ 9（火）10 時からのジェネラルミーティングはCEST の大会議場で開催する。議長はザル

ガリ氏を予定しており、37 機関へ招請状を送付済みである。

2）テヘラン市長の交代について

今年に入ってからテヘラン市長が交代した。現市長は前市長のアドバイザー的立場にいた人で

もあり、内務省にも強いし、本件調査についての理解も十分ある。新年度予算は 5 月ごろに決定

される予定である。

3）Questionnaire についての協議

各項目ごとに質問内容を説明し、可能な範囲で回答を得るとともに、関連資料の提供を依頼し

た。

主な確認内容等は次のとおり。

・マイクロゾーニング調査の結果は、テヘラン市GIS センター（TGISC）のデータに統合されて

おり、必要に応じて各種機関が活用している。また、17 区では前回調査の結果を活用して、い

くつかの対策を実施中であり、施設のデザインやその他の防災に関してCEST がコンサルテー

ションを行っている。

・2001 年 9 月に赤新月社が全国レベルの災害対応計画（Plans  f o r  P r epa r a t i on  aga i n s t

Disasters）を策定した。内務省も新防災管理計画のドラフトを作成しているが、災害時の緊
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急活動は赤新月社が中心である。

・2 年前からテヘラン市は上記の国家災害対応計画から除かれて、防災管理計画は市当局の責任

において実施されることになっている。

・前回のマイクロゾーニング調査結果等を踏まえて、CEST は新しい組織体制を現在申請中であ

る。前市長からの承認は下りていたが、市長交代に伴って新市長からの承認待ちの状況にあ

る。新組織の人員は 125 人を予定している。

・現在の CEST の主要な業務内容：

①前回調査のフォローアップ・スタディ（Engineering Geology in Tehran の作成等）

② 6 階建以上の高層建築用のサイト選定方法

③環境評価

・建築許可は市の管轄であり、実際には各区（District）の担当部局が実施している。ほとんど

の建築行為は許可を受けて実施されているが、施工管理が不十分であるなどの理由から、基

準どおりの建物が建築されていないのが問題である。なお、地震災害後の仮設住宅等の建設

は、通常赤新月社が中心になって実施される。

・いわゆるスラムといわれるような地域は、アフガン難民等の居住しているテヘラン市内南部

のごく限られた区域だけである。

・テヘラン市の行政区画の最小単位は sub-district までであり、コミュニティレベルの単位は存

在しない。伝統的なコミュニティも現在ではなくなっており、これに代わるものがないのが

現状である。

・学区は存在するが、これが 1 つのまとまったコミュニティであるとは認識されていない。また、

モスクに関しても、特定の地区をカバーするという形になっていないので、コミュニティ単

位として意識されていない。通常の防災啓発活動は、教育省と赤新月社が中心になって実施

されている。

以上
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2．CESTとの協議（2）

日　時：4 月 6 日（土）9：00 ～ 17：30

場　所：Centre for Earthquake ＆ Environmental Studies of Tehran （CEST）

出席者：Mr. Fareed Mehdian （Executive Director）

Mr. Ahmad Naderzadeh（Senior Researcher, and Head）

Mr. Ali R. Sabeti （Head, Environmental Div.）

Mr. A.A. Moinfar （Consultant）

Mr. Rasoul Zargar （Advisor to Tehran Mayor）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：Centre for  Earthquake ＆ Environmental  Studies  of  Tehran（CEST）,

“New Organization Chart（Draft）”, April, 2002

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

1）田中氏及びナデルザディ氏から、それぞれの出席者の紹介。

2）ナデルザディ氏から前回調査終了後から現在までのテヘラン市の対応等について説明。

地震防災意識の高揚、District 17 等についての防災対策を検討、ザルガリ氏がテヘラン市の防

災担当顧問に就任、CEST の組織拡充の動きなど。

3）今後の調査団スケジュールの確認。

4）4 月 9 日開催予定のジェネラルミーティングで提案する 3 つの委員会（運営、技術、実行）の役

割、委員構成等について討議。

→ 3 つの異なる委員会をつくって、本格調査の後に実行されるAction Plan をより確実なもの

にしておきたい。（目黒）

5）テヘラン市防災顧問ザルガリ氏挨拶。（途中から会議に参加）

・以前 JICA プロジェクトにかかわったことがあり、また地震防災関連の国際会議で日本へ行っ

たこともある。

・テヘラン市としても CEST の組織拡充を計画しており、近々実行に移される。地震防災に関

する技術面と住民に対する防災啓発などを中心とした技術移転を期待している。

・新市長と先週面談した際に、本件調査を積極的に推進するように指示された。

→日本側から① Sustainable System の構築が重要であり、そのためにも 3 つの委員会の設立を

強く求めたい、②調査終了後に具体的な対策が実施できるように、テヘラン市が中心になっ

て、その体制づくりを今から始めること、などがコメントされた。（田中氏、ザルガリ氏とも

に退席）

6）前回調査終了後から現在までのデータ数の追加収集ないし更新状況について、CEST 側から説
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明。

前回調査で日本側調査団から調査時に使用したプログラム等が CEST に提供されなかったこと

に対する不満が述べられた。

→重要なことはプログラムがあるかどうかではなく、解析等の手法を確実に理解しているかど

うかであり、現実にいくつかの大学では前回調査の結果を独自で活用している。また、日本

側調査団がノウハウを教えようにも CEST 側に適切なカウンターパートがいなかったのでは

ないか。今回の調査では当初の数か月間はデータの追加収集・更新が中心になるので、若く

て意欲のある人材を確保してほしい。

7）事前調査団が準備した本件調査に係る S ／W 及びM ／M（案）の内容について説明。

CEST 内部でも検討し、明日の会議で内容を討議することになる。

8）ジェネラルミーティングの議題や進行方法等について協議。

・会議の主目的は、本格調査の主旨等をイラン側関係機関に説明し、協力を得られやすくする。

・3 つの委員会（Steering Committee、Technical Committee、Implementation Committee）を

つくることについて、その目的、役割などを参加者によく理解してもらえるようにする。

・目黒団長が本格調査の主旨と運営方法（上記の 3 委員会のことなど）、及び日本の地震防災対

策等に関する講演を行う。

→ミーティングの結論として、招請した関係者が本格調査に積極的に参加してもらえるような

雰囲気を醸成することが重要である。これらの前提条件が満足されなければ、本格調査をス

タートさせることは難しい。この条件は CEST にとっても、機能を強化していくうえで大き

なメリットになるはずである。（目黒）

以上
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3．日本国大使館表敬

日　時：4 月 7 日（日）9：00 ～ 9：20

場　所：在イラン国日本国大使館

出席者：二階堂 幸弘氏（臨時代理大使）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

今回調査の目的・内容とイラン側との協議に際しての留意点等について確認。

1）大使館側からのアドバイス

・アメリカ、イギリス等との外交関係がしっくりいっていない状況でもあり、イランの日本、特

に JICA への期待は大きい。

・イランの特徴として、交渉相手としては手強いが、じっくり話せば合意できると認識してい

る。

・日本社会と同じように、キーパーソンを相手に話を進めれば、スムーズな折衝が可能である。

2）目黒団長ほかからのコメント

・イランから日本への国費留学生も多く、地震学・耐震工学の分野では日本で博士号を取得し

た人が 15 名以上いるのではないか。彼らは現にイランの大学や研究所などで活躍している。

・日本以上の「タテ社会」であり、CEST 側にはこのミッションの役割をうまく活用して、イラ

ン側関係機関の取り込み等を図ったら良いとも提言している。

3）ジェネラルミーティングの件

本格調査での協力・支援を得やすくするために、30 以上の関係機関を集めてのジェネラルミー

ティングを 4 月 9 日（火）の午前中に CEST で開催するように準備中である。

→大使館からも田中氏が出席する。また 4 月 10 日のテヘラン市長との会合には、二階堂臨時代

理大使も出席するようにしたい。

4）S ／W 協議の見通し

→大きな問題が出てくるとは思っていない。（目黒ほか）

5）イラン側関係機関との協力体制の築き方

前述の 30 以上のイラン側関係機関との協力体制をどのように構築するかについて、ひと工夫

必要である。街づくり協議会のようなイメージのものをつくれないものか。

→例えば前回のマイクロゾーニング調査で脆弱性が指摘されたバザール周辺を、どのような方

向で再開発したらよいかといった身近な話題を投げかけてみたりすることが考えられる。仮

にテヘラン市の観光開発をするにしても、あそこが危ないというのでは、魅力ある計画を立

て難い。

以上
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4．CESTとの協議（3）

日　時：4 月 7 日（日）10：30 ～ 17：30

場　所：Centre for Earthquake ＆ Environmental Studies of Tehran（CEST）

出席者：Mr. Fareed Mehdian（Executive Director）

Mr. Ahmad Naderzadeh（Senior Researcher, and Head）

Mr. Ali R. Sabeti（Head, Environmental Div.）

Mr. A.A. Moinfar（Consultant）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

1）S ／W、M ／M のイラン側署名者について

CEST に対して、Signer はメディアン所長などのCEST メンバー、Witness は本格調査のキー

パーソンとなるテヘラン市防災顧問のザルガリ氏もしくは副市長というような、最もPowerful な

人の署名をリクエストした。

（後日 CEST 側から、Signer はメディアン所長、Witness は CEST 顧問のモインファー氏とす

る旨の回答が示された。日本側から再度ザルガリ氏の署名を強く求めた結果、4 月 16 日の調印で

は、Signer としてメディアン所長が、Witness としてザルガリ氏が、それぞれ署名した。）

2）調査対象地域の拡大

当初のテヘラン市域からその郊外（boundary zones）も含めることになった。その理由として、

緊急時には一時的な避難場所、仮設住宅用サイト（テントも含む）、塵芥処理場などを、郊外にも

計画しなければとても対応しきれないことなどが想定されるからである。したがって、調査名称

も「テヘラン市（Tehran City）」から前回調査と同じ「大テヘラン圏（The Greater Tehran Area）」

に変更することになった。

3）ソフトウェアのこと

・コンピュータープログラムの作成・使用の技術移転を図るためにも、CEST 側で適切な人材を

確保することが前提となる。（日本側）

→しかしながら、計算ソフトが提供されなければ、結局のところ初めから開発するのと似たよ

うなことになりかねない。技術移転に使用したソフトをベースにして、更に発展させたい。

（CEST 側）

・コンサルタントの使用するプログラムは、必ずしも調査対象プロジェクトごとの限定した範

囲を扱っているものと限らない。各社の長年にわたるノウハウが詰め込まれているケースも

多い。プログラムの供与ではなく、技術移転の方向で解決してほしい。（日本側）

・ところで今回の調査では地震防災計画の立案などがメインとなるので、前回のマイクロゾー

ニング調査とは比較にならないほど、ソフトウェアの比重が小さいのではないか。特別なプ
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ログラムが必要になるとは想定し難い。（日本側）

このソフトウェアに関しては、双方の主張を含めてM ／M に記述することで合意。

4）委員会の設置、CEST 側カウンターパートの任命について

CEST は、2002 年 5 月末までに運営委員会（Steering Committee）、技術委員会（Technical

Committee）、及び実行委員会（Implementation Committee）を設置し、さらに技術委員会に関す

る必要な予算措置を行う。さらに同じく 5 月末までに、適切な人数のカウンターパートを任命し、

そのリストを日本側に提出する。

日本側は上記が満たされた後に、本格調査団を派遣する。

5）その他の主な協議事項

・フェーズⅢのアクションプランの策定過程で、プロジェクトの概算金額だけでなく実施のた

めの財源に関する予備的検討も含めてほしい。

→ JICA 本部に持ち帰り検討する。

・成果品のなかに、ビデオフィルム等の映像も含めてほしい。CEST としては、防災教育等にも

活用したい。

→調査団としては、必要なデータ（例えば CAD や Power Point で作成したグラフ等）の提供や

作成上の技術的アドバイスならば協力できることを説明した。

・関係機関にも配布したいので報告書の提出部数を増やしてほしい。また、Final だけでなく途

中段階でのレポート（IC ／ R、P ／ R、IT ／ R、DF ／ R）についても CD（電子データ）の提

供をお願いしたい。

→ Interim を 20 部→ 50 部、Draft Final を 20 部→ 50 部、Final を 30 部→ 100 部にそれぞれ変

更する。CD については JICA 本部に要望を持ち帰り検討する。

以上
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5．テヘラン市総合災害管理局

日　時：4 月 8 日（月）10：00 ～ 12：00

場　所：CEST

出席者：Dr. Fabriborz Gorouhi（Healthy and Rescue Management Section, TCEMS）

Mr. Fareed Mehdian（CEST）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

Mr. Ali R. Sabeti（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：Fariborz Gorouhi,  “How a Middle East Earthquake Prone Megacity Developed

i ts  Emergency Management  Agency ＆ Plan” ,  Tehran Comprehensive  Emer-

gency Management Plan Secretariat, May, 2001

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

テヘラン市総合災害管理局（Teheran Comprehensive Emergency Management Secretariat）

に関するヒアリング結果等を要約すれば、以下のとおりである。

1）1990 年のマンジール地震による大被害を受けてから、イラン国での地震防災計画が実質的に検

討され始めた。1991 年 8 月に内務省の管轄下に国家自然災害軽減委員会（NCNDR）が設立された

（主として防災対策の立案）。さらに関連組織として、National Disaster Task Force （NDTF）も

つくられた（主として緊急時の対応等）。その後 2000 年 10 月 20 日付で、テヘラン市の災害に対

する総合緊急対策計画の策定が、NCNDR からテヘラン市へ移管された。当事務局はこれに先立

つ 2000 年 5 月に設立された。

2）上記のような背景の下で、2001 年にはテヘラン市総合緊急対策計画が策定された。内容は、災

害発生時の緊急対応に重点を置いた防災計画である。計画実施の中核組織であるテヘラン市緊急

対策センター（Tehran Emergency Management Center）の主要業務はResponse and Recovery,

Preparedness などであり、22 地区にも関連組織が構築されている。この緊急対応システムはア

メリカの FEMA をベースにしている。

3）緊急時から回復期にかけての標準的対応策である ICS （Incident Command System）は、Ba-

sic, Intermediate, Advanced の 3 レベルから構成されている。

4）これらの緊急時対応システムは、日常的にも使用されていることが非常に重要であることから、

日常的業務と非常時の機能との連続性についても考慮されている。

5）緊急時の連絡手段として、ラジオ、無線と合わせて E-mail も重視している。

→緊急時には E-mail の使用にも限りがあろう。非常時にはいろいろな通信連絡方法を混在させ

て、Redundancy な状況にしておいた方がよい。（目黒）
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6）同じくテヘラン市に属する機関であるが、CEST との役割分担として、当事務局では緊急対応

を中心とした行政業務を、CEST は地震防災に関する調査・研究・教育業務をそれぞれ担当して

いる。

以上
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6．General Meeting

日　時：4 月 9 日（火）9：50 ～ 12：00

場　所：CEST 大会議室

出席者：イラン側（別添出席者リストを参照）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

1． ザルガリ氏の挨拶

General Meeting 開催の主旨、背景等について説明。イラン政府も近年地震防災対策を重視して

おり、またテヘラン市に関しては、市の責任で地震防災対策を策定するように国から権限が移管

されている。CEST はこの計画策定の機関であるが、大学・研究機関等からの支援が不可欠である。

今回の調査でも、CEST はイラン側の窓口機関であり、JICA との間での業務分担や責任を果たす

ためにも、イラン側関係機関とのしっかりとした協力体制を築かなければならない。

2． メディアン所長の挨拶

今回調査は、前回のマイクロゾーネーション結果を踏まえて、具体的な地震防災対策を計画す

ることである。その内容を確かなものにするため、3 つのコミティを設立することにした。そのメ

ンバーは、本日ここに出席された大学・研究機関・防災関連行政機関等から選出したい。調査業

務はフェーズ 1 ～ 3 で構成され、数か月後にスタートすることを計画している。

3． 田中　泉専門家

前回調査との関連性に触れながら、JICA チームとCEST を核としたイラン側関係機関との協力

体制の構築と、調査終了後にイラン側によってアクションプラン等が確実に実行されることへの

期待感を表明した。

4． 目黒団長による地震防災対策に関する基調講演（約 30 分間）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔主な質疑応答〕

・ JICA 関連の業務がMutual Cooperation ということで行われるのであるならば、データの提供

だけでなく、もう少しイラン人が実際の作業等に参加していてもよいのではないか。また結果

等の報告についても終了間際の 1 日だけでなく、もう少し頻繁に開催した方がよい。

→私も同感で、ここに出席されている皆さんの協力をお願いしたい。（目黒）

・地震防災対策は、新たな“街づくり”とも考えられる。

→業務を進めるに際しては、オープンな組織を考えており、本日の会議もこの主旨にそったもの

である。今回の調査には防災街づくりの面も多分にある。（CEST のナデルザディ氏）

・イランには既に防災対策を策定している部署もある。これらの内容にはよく分からない部分も
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あるので、今回の調査研究の目的がこれらの見直しや新知見の導入に結びつけられるのであれ

ば、たいへん意義深いと思っている。ただし、新たにもう 1 つの地震防災対策を策定するとなる

と、混乱を来すおそれもある。

→我々のやるべき内容は多い。現在のところ、イランではこの種の業務経験が不足しているので、

日本からの技術協力によってレベルアップを図ることが重要である。この実績を踏まえたうえ

で、イラン人が将来のことを自分たちで策定できるようにしたい。（ザルガリ氏）

・Manjil 地震の後、UNDP からの支援を得て総合的な地震防災研究が実施された（東大の石原先

生も関与された）ので、参考になるのではないか。

・JICA は海外での調査業務が豊富にあると認識しているので、仮に円滑に実施できないとすれば、

イラン側にも問題があるのかもしれない。今回の調査はテヘラン市の地震防災に関するマスター

プランづくりであるから、イラン側で率先して各機関の調整等を進めなければならない。

・近年の人口増加に対処するために、Greater Tehran 計画（フェーズ 1 ～ 3）といった都市計画が

既にスタートしているが、地震防災計画と無関係ではあり得ない。

・イランの大学では教育が中心で、研究といっても諸外国での先端的な研究の手法を取り入れて、

それにデータを入れて試算してみたような類の論文も見られる。全般的にイラン人はマネージ

メント能力に欠けるきらいがある。10 年前のUNDP のレポート等は、データも古いし、あまり

役立たないような気もする。Disaster Management は新しい学問分野であり、日本、アメリカ、

中国あたりが先行している。水道・ガス等のライフライン施設の防災対策に興味を抱いており、

本計画にも是非とも参加したい。

最後にザルガリ氏から、CEST は本件調査の言わばイラン側の代表窓口機関であって、本日ここ

に参集したすべての組織からの参加と支援の必要性を強調して、閉会した。

以上
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7．テヘラン市長表敬

日　時：4 月 10 日（水）11：40 ～ 12：10

場　所：テヘラン市庁舎

出席者：Mr. Mohammad Hassan Malekmadani（Mayor）

市関係者 7 名（含通訳）

Mr. Fareed Mehdian（CEST）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

Mr. Ali R. Sabeti（CEST）

Mr. A.A. Moinfar（CEST）

二階堂幸弘氏（臨時代理大使）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：Public Relations Office and International Affairs Department of the Tehran Mu-

nicipality, “Tehran at a Glance”, Winter, 2001

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

市長への表敬訪問と、今回調査の目的等を確認した。（今年 3 月に就任したばかりとのこと）

・このプロジェクトが早く開始されることを願っている。（市長）

・今回調査は地震防災計画の策定であり、調査結果を着実に実行することが重要である。そのた

めには、CEST だけでなくこの問題に関連した諸機関の積極的な実施協力体制をつくっておくこ

とが、必要である。（目黒）

・CEST のナデルザディ氏が、改めて今回調査の意義等を市長等に説明。

・前回調査によって、大地震に対するテヘラン市の危険性がよく分かったので、次に具体的にど

のように対処すべきかについての防災計画をつくらなければならない。今回調査では、市側で

も関係機関を含めた実施体制を準備している。（市長）

・二階堂臨時代理大使より、今回調査に対する市長の強力なサポートを要請。

以上



─ 119 ─

8．赤新月社

日　時：4 月 10 日（月）15：00 ～ 17：15

場　所：赤新月社テヘラン県支部

出席者：Mr. Bijan Daftari（Managing Director）

Mr. Forozesh Feyzi（Assistant Managing Director）

Mr. Mohamad Nasser Farjadi（Engineering Dept.）

Mr. Ramin Kohankhaki（Relief and Rescue Education Dept.）

Mr. Eng. Mokhtari（Engineering Dept.）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：・Red Crescent Society, “Red Crescent Society of the Islamic Republic of Iran

（Brochure）”

・Red Crescent Society of the Islamic Republic of Iran Tehran Province, “Disas-

ter Prevention Plan in order to Mitigate Possible Seismic Damage in Tehran

Province”, May, 2001

・同上、災害緊急時対応パンフレット（ペルシャ語）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

赤新月社の活動状況等は以下のとおり。

1）国家レベルの本部機構の下に、各県（Province）単位で支部が置かれている。テヘラン県支部

では、テヘラン市及び周辺 10 市を中心に各種災害時の救援、避難活動等を行っている。テヘラ

ン市内にも 10 支所が置かれている。

2）救援等の拠点施設として、テヘラン市内 6 か所の施設整備を計画中である。そのなかには、国

際空港近くに建設予定の大規模な施設も含まれている（海外からの援助物資受入施設ともなる）。

これらの用地は国から提供される。工事費は自己資金のほかに、イラン政府や国際赤十字社など

からのも含まれる。

3）あくまでも災害発生時の救助・救援活動が中心なので、発生前の災害予防対策等に関する経験

は乏しい。ただし、防災啓発の教育・訓練活動は行っている。なお、赤新月社はイランにおいて、

救援活動を大規模に実施できる唯一の機関である。消防・警察・軍隊等の救助活動は限定されて

いる。

4）前回のマイクロゾーニング調査結果などによって、テヘラン市民の地震防災に対する関心・認

識が深まってきた。発生時の“Self-relief”の重要性について、学校（高校、大学）・企業などを中

心に具体的な方法・手段を教えている。低学年の児童などについては、大地震時の避難行動など

が中心である。
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5）緊急時にはコミュニティベースの活動が中核になるので、ここ 1 ～ 2 年前からまず地区

（District）レベルの整備を図っている。その下の例えば小学校単位レベルについては、これらの施

設は被災時の拠点施設にはなるが、現時点では必ずしも日常の防災訓練活動の拠点とはみなされ

ていない。

以上
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9．テヘラン大学土木工学科

日　時： 4 月 11 日（木）10：00 ～ 13：30

場　所：テヘラン大学工学部土木工学科（Civil Engineering Department, Faculty of

 Engineering ,University of Tehran）

出席者：Dr. Abbas Ghalandarzadeh

Dr. Assadollah Noorzad（Assistant Prof. of Structural Eng.）

Dr.  Jamshid Farjoodi（Assistant Prof. of Structural Eng.）

Dr. Orang Farzaneh（Assistant Prof. of Geotechnical Eng.）

Dr. Iradj Mahmoudzadeh（Associate Prof. of Structural Eng.）

Dr. Mehdi Faezipour

Dr. Mohammad S. Marefat （Assistant Prof. of Structural Eng.）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

主な協議内容は次のとおり。

・目黒団長より今回調査の目的等を説明。前回調査での反省をこめて、新たに任命されたザルガ

ル氏の下で今回は 3 つのコミティを立ち上げてイラン側関係機関の協力を得ながら、本格調査

を強力に推進したい旨を強調。このなかではテクニカルコミティを重視している。どうしたら

スムーズに展開できるものか、テヘラン大学関係者からのコメントを得たい。

・前回調査結果の報告書は比較的容易に入手できたが、データ類の入ったCD はなかなか大変だっ

た。今回調査ではこの点の改善も図ってほしい。

・本格調査のなかで、イラン側としてどの程度業務内容に責任（Responsibility）をもった参加が

できるのか。

→調査業務は一本であり、JICA と日本のコンサルタントが契約することになる。この契約のなか

で、基礎的データ収集等をイランの現地コンサルタントへ再委託した方がよいものについては、

JICA の承認の下、本格調査団から、現地再委託されることになる。（谷口）

→テヘラン大学には技術面でのアドバイス等のサポートだけでなく、調査終了後も引き続きイラ

ン側の中核的機関の 1 つとして、継続的な支援を期待している。そのための予算確保も重要だ

と認識しており、テヘラン市に検討を依頼している。（目黒）

・テクニカルコミティなどを継続的な会議体としたいのならば、各機関から適任者を出すように

したらよい。その際の選考基準としては、①日本人とコミュニケーションが図れる、②類似な調

査研究の実績がある、③技術能力も高い、などがあげられる。

・日本人コンサルタントチームにもっと“イラン人”を入れることができないか。前回調査では、
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最初と最後のセミナーにイラン人が参加していたような印象であるが。

→ JICA の開発スキームからすれば、CEST のなかにイラン人スタッフを参画させるという形で対

処することが考えられる。さらに、各コミティメンバーの報酬を JICA 予算のなかから出すこと

は難しい。Sustainable な委員会とするためにも、あくまでも CEST が準備すべきである。（谷

口）

→コミティは単なる JICA チームへのアドバイスだけを考えているのではない。ここを介してイラ

ン側機関へ調査結果等を逐次情報発信して活用してもらいたいといったような意味合いも含ま

れている。（目黒）

・コミティ委員に対する予算措置がなされていれば、テヘラン大学としても協力しやすい。

・地震防災計画の策定に必要な、テヘラン市内の社会・経済的な基礎的調査を現地再委託する際

の参考情報として、テヘラン大学の関係者のなかに、以前UNDP プロジェクトでSocial Activity

を担当したことのあるスタッフもいる。

以上
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10．内務省防災復興計画調整局

日　時：4 月 13 日（土）8：00 ～ 10：30

場　所：内務省防災復興計画調整局総局長室

出席者：Mr. Seyyed Abbas Jazayeri（Director）

Dr. Mohsan Ebrahimi

Mr. H. Azadeh（Expert）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

主な発言内容は次のとおり。

1）ジャザエリ氏

・前回のマイクロゾーニング調査結果は期待どおりの成果であったので、今回調査の開始を心

待ちしている。今回調査では、耐震設計規準の改善や既存建物（公共建築、住宅、ライフライ

ン施設など）の耐震対策等に結びつけたい。

・前回調査では「District 17」について詳細な被害解析が実施されたが、残り 21 の District につ

いても調査してほしい。イランにとってビッグプロジェクトであるテヘラン市内の地下鉄建

設は、部分開通の状況であるが、この耐震設計等にも活用したい。

・自分も関与している NCNDR（国家自然災害軽減委員会）でも、JICA プロジェクトを通して

日本の防災技術の導入を求めている。今回調査が成功すれば、テヘラン市の地震防災計画が

大いに前進する。東京と並んでテヘランを地震に強い街に改造したい。

2）目黒団長

要望をすべて達成することはできないが、今回調査をどのように進めたらうまくいくのかにつ

いて、主としてイラン側の状況を確認している。前回調査では、関係機関からのデータ提供や技

術的支援が十分得られなかったこともあったので。

→イランでも研究機関が類似の調査をやっていることは承知しているが、これらを Integrate す

るのは、イラン人にとって不得意である。JICA の総合力に負うところが大きいが、今回調査

ではイラン側でももっとうまく調整したい。

今回調査では 3 つの委員会を設立するが、そのなかのテクニカル委員会のメンバーに対して

は報酬を支払いたいが、JICA 予算からの支出は難しいので、イラン側で予算措置を願いたい。

→テヘラン市が準備することに支障はない。今回の調査結果を活用するのはイラン側であり、将

来にわたった成果の維持管理についても予算を確保する。（ナザルザディ氏ほか）
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3）エブラヒム氏

前回調査結果は、他機関の実施した類似調査よりも価値の高い内容が含まれている。今回の調

査では、How to mitigate をテヘラン市の各 District レベルでも検討してほしい。テヘラン市の

防災対策実施の責任機関はテヘラン市であり、今回の調査結果を身近な地震防災対策に限定せず、

将来を見据えた土地利用計画（Landuse）にも結びつけられたらよい。

4）その他

・防災対策に関する内務省の役割は Coordination 等であり、対策を実行するのはテヘラン市の

責任である。防災関連予算はテヘラン市長がNCNDR に申請して、内務省から交付される。

・NCNDR は防災に関する政策立案（Policy making）が中心で、同じく内務省の下にあるNDTF

（National Disaster Task Force）が、緊急時の対処を含めた広範な防災対策を実施している。

以上
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11．建築研究所（BHRC）

日　時：4 月 13 日（土）11：40 ～ 14：10

場　所：BHRC（Building and Housing Research Center, affiliated to the Ministry of Hous-

ing and Urban Development）

出席者：Dr. Ghassem Heidarinejad（President）

Dr. S.H. Ramezi（Vice President）

Dr. A. Vatani Oskouei（Research Manager）

Dr. A.A. Ramezanianpour（Advisor）

Dr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：・Building and Housing Research Center, “Building and Housing Research Cen-

ter （Brochure）” , Summer, 2001

・Building and Housing Research Center, “List of BHRC Persian Publications” ,

2001

・Building and Housing Research Center,  “Iranian Code for Seismic Resistant

Design of Buildings”, Feb., 1988

・Building and Housing Research Center, “Iranian Code of Practice for Seismic

Resistant Design of Buildings, 2nd Edition”（In Persian）, Autumn, 1999

・Building and Housing Research Center, “Data Collection of the Accelerograph

Network of the Islamic Republic of Iran”, Autumn, 1993

・Building and Housing Research Center,  “Asian Journal of Civil Engineering,

April, 2001, Volume 2, Number 2”

・Building and Housing Research Center, “Proceedings First International Con-

ference on Concrete ＆ Development C ＆ D 1, Volume II （English）”, April 30-

May2, 2001, Tehran, Iran

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

住宅・都市開発省に属する建築研究所であり、その活動内容等は次のとおりである。

（BHRC の概要）

1）建築関係の調査研究機関であり、この分野ではイランの最高レベルにある。近年大学院レベル

の教育も併設した。現在のスタッフ数は約 300 人で、このうち 40 人ぐらいは他大学等の学術研

究機関との兼務者もいる。

2）研究所の中枢部門である Research Groups は、① Structural  Engineering ＆ Construction
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Technology Group、② Architectural Engineering ＆ Environmental Design Group、③ Build-

ing Materials ＆ Products Group の 3 グループから構成されている。①のなかに Engineering

Seismology Dept. や Iran Strong Motion Network Control Center がある。

3）イラン全土の強震観測はBHRC が実施しており、現在約 1,000 台を超える強震計が設置されて

いる。これらの強震観測システムの維持管理とデータ処理も主要業務の 1 つである。テヘラン市

内には約 20 台が設置されている。

4）Building Code は上位機関である住宅都市開発省の担当であるが、耐震設計規準に関する検討

作業は建築研究所が中心となって進められている。なお、イランの伝統的な Jack Arch 式床スラ

ブ構法は地震被害を受けやすいので、1999 年から公共建築物では禁止された。プレキャストコン

クリートスラブ工法を現在研究開発中である。

（今回調査との関連性）

5）今回調査では既存建物の各種情報（材料、構造、規模、建設時期など）が重要である。地震被

害率を算出したり、耐震診断するためにも、これらの正確なデータを入手する必要がある。（調

査団員）

→BHRC が今回調査にパートナーとして参画するのであれば、これらのデータを関係機関から

収集することが可能である。

6）前回調査では、Statistical Center of Iran の建物データに限定されていたので、今回調査では

より正確なデータ入手を図って、被害率算定の精度を向上させる必要がある。この課題について、

CEST として BHRC と改めて相談したい。（CEST のナザルザディ氏）

7）建築物の耐震性の有無は、設計時での配慮のほかに、施工時の工事管理の適否にも大きく影響

される。特に鉄骨造での現場溶接や、RC 造での柱と梁の鉄筋継手方法などが、ポイントになる

が、弱点になっているような建物が多く見られる。（調査団員）

8）5 階建までの建築物の許認可は次のとおり。（BHRC）

①建築主が建築申請する。②市当局がDesign order を発行する。③アーキテクトが建築図面を

作成する。④承認されたら、次に構造図面を作成する。⑤市から着工認可を取得し工事開始。⑥

同時に建築主は工事監理者を選定する。⑦法規どおりに施工されていれば、工事終了時に市当局

から建物使用許可が発行される。なお、6 階を超える建築物については、設備設計図面（機械、電

気）の提出も求められる。

協議終了後、研究所構内に点在する各種実験室を視察した。

以上
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12．テヘラン市コンピューターサービス協会

日　時：4 月 13 日（土）15：10 ～ 16：40

場　所：Tehran Municipality Computer Services Organization（TMCSO）

出席者：Mr. F. Hessamian（Urban Planner）

Mr. M.D. Farahani（Software B.A.）

Mr. M. Mahboobi（Software B.A.）

Mr. A. Jannatpour（Information and Statistics Dept.）

Mr. Aram Gharib（Information and Statistics Dept.）

Mr. Reza Amir Rahimi（Information and Statistics Dept.）

Ms. Azar Allahyari

Ms. Mahsa Shahdoust Moghaddam

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：Tehran Municipality Computer Services Organization（TMCSO）, “Tehran Mu-

nicipality Region 6 GIS Capabilities”, April, 2002

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

TMCSO の業務内容などは次のとおり。

1）土地（Land）に関するデータベースは“Parcel（区画）”単位から構成されている。最新のテヘ

ラン市区分数は、District （22）、Zone （150）、Parish （358）、Block（30、570）、及び Parcel

（1,000,000 以上）である。これらのデータを使用する Application システムとしては、① Land-

Parcel System、② Renovation Tax System、③ GIS などがあげられる。

2）1997 年ごろから活動しており、GIS のメインデータはテヘラン市当局が収集・整理した建物

（Building）と土地（Land）関連で、主目的は税額の査定である。建物の属性データとして、所有

者・電話番号・建物用途・建築構造・材料・階数・床面積・室数・建設時期などが整理されてい

る。同時に 10 年に 1 度の国勢調査データ（家族・家計・職業）もまとめられている（33 のカテゴ

リーで整理）。

3）テヘランGIS センターで作成した 1 ／ 2000 のデジタルマップを使っている。現在までに 6 か

所のDistrict について完了した。例えばDistrict-6 について言えば、約30,000 parcels の Land 基

本データから構成されている。

残りの District については、District 市長からの指示待ちの状況である。建物データの未収集

なDistrict もあるが、2 年間ぐらいあればひととおり出来上がるのではなかろうか。

なお、データ更新が完全にシステム化されていないので、日常的に収集しているデータが必ず
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しもタイミング良くインプットされていない。

4）地震被害を受けた場合に備えてのデータベース等のバックアップについては、特別な対策を講

じていない。定期的にデータのコピーを作成して、ここから 200m 先にある“安全だと言われて

いるビル”に保管している程度である。大地震時の行動規範のようなマニュアルもない。

5）イラン国内で広く認知されているような標準的なGIS マップのようなものはない。都市ガスの

供給ライン等に関するGIS マップが近々完成するので、水道、電気等のライフライン関連企業へ

売込みを図りたい。

以上
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13．テヘラン市総合危機管理局

日　時：4 月 14 日（日）9：00 ～ 11：00

場　所：テヘラン市総合危機管理局（Tehran  Comprehens ive  Emergency  Managemen t

Secretariat：CEMS）

出席者：Dr. Hohsen Ebrahimi（General Director）

Mr. Maryaum Kaumiab（Settlement Management Section, CEMS）

Mr. Vahid Hasseini Jenab（CEMS）

Mr. Fariborz Gorouhi（Healthy and Rescue Management Section）

Mr. Bahram Abdi-Farkoush（Support Management Section）

Mr. H. Azadeh（Expert, NCNDR, Ministry of Interior）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（谷口、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

1）CEMS による防災対策計画の概要説明

（組織体制の概要）

Board of Minister の決定に基づいて、内務大臣により中央レベルに 6 つの防災対策の委員会

が設立され、そこでの議論の結果、テヘラン市の防災対策を市当局が実施すべきであることが答

申された。これを市当局が承認したことにより、防災対策を市当局が計画することになり、現在

22 の専門委員会が設立され、その議論を踏まえてCEMS が計画の策定と関連機関のコーディネー

ションを行っている。

計画されている市当局の防災対策の実施体制によると、TDTF（Tehran Disaster Task force）

の下に、関係機関のコーディネーションと計画の策定及びその実施を担う Disaster Management

Center が設置されることになっており、現在のCEMS はいずれこのCenter に移行することにな

る。この組織体制を含むDisaster Management の基本構想は昨年承認されており、現在このため

の予算が NDTF を通して割り当てられている。（CEMS の理解は、TDTF の下、この Disaster

Management Center と同列に設置され、調査・研究機能を担うのが CEST の役割である。）

現在、このセンターには約 50 人のスタッフがおり、専門分野は建築、土木、機械、都市計画、

医療等、おおむね総合防災に必要な専門分野をカバーしている。（調査団より、人材のリストの

提供を依頼し、承諾された。）

（活動内容）

計画のコンセプトは、広く欧米で活用されている Incidental Management System を採用し、
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計画→実行→対策という手順で作業を進めている（実施手順 STEP0 ～ STEP3 の説明は前回と同

様）。防災対策の基本構想の策定に加えて、District Level の緊急対応の訓練を赤新月社や消防署

の参加を得て実施しており、その結果を計画にフィードバックすることで徐々に防災対策を進め

ている。

また、CEMS はDisaster Mitigation の実施もその活動に含まれているが、現在までに実施され

たのは昨年完了したBuilding Code の改訂のみであり、Mitigation のための活動はほとんど実施

されていないのが現状である。

2）ディスカッション

（市の防災組織体制について）

市の防災組織体制について、市長以下の指揮命令系統に関して、CEST の案と CEMS との計画

に違いがあり、この点について調査団より確認したところ、両者による調整をこれから進めると

ころであるとの説明があった。

（CEST と CEMS との役割分担について）

CEMS の理解は、CEST は調査・研究機関であり、特定の専門分野においてCEMS（組織構造

的にはTDTF）に調査結果に基づく提案をするのが役割であり、計画の策定及びその実行はCEMS

の機能であるということである。したがって、関連組織間のコーディネーションはCEMS の担う

べき機能であり、CEST が包括的なマスタープランを提案することに異議を唱える発言があった。

これに対して調査団より、調査・計画及びそのための関連組織のコーディネーションを CEST

が担い、計画の実施及びそれに伴うコーディネーションをCEMS が担うということではないのか

という確認をしたところ、General Director よりその理解でよいとの解答を得ることができた。

しかしながら、CEST 側と CEMS のスタッフの間では依然、役割に関する見解の相違があった

ため、改めて議論し分担を明確にする必要性があることを確認し、可能であれば調査団も含めて

再度ミーティングをもつことになった。

（今後の進め方について）

双方の役割分担において、依然として意見の相違はあるものの、本格調査で実施するマスター

プランの策定にはCEMS との連携が欠かせないことは明らかである。その点に関しては双方とも

異論はなく、相違点に関して今後調整を継続することが確認された。

以上
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14．国際地震工学地震学研究所（IIEES）

日　時：4 月 14 日（日）9：10 ～ 11：30

場　所：国際地震工学地震学研究所（IIEES）

出席者：Dr. M. Ghafory Ashtiany（President）

調査団（目黒、水野、安藤）

入手資料：IIEES,  “Seismic  Retrof i t t ing of  Exis t ing Bui ldings（Tentat ive  Report）”（In

Persian）, March, 2002,（目次のみ）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

訪問の目的は、今回調査に関する意見交換とテクニカルコミティへの参加要請であり、主な協

議内容は以下のとおりである。

・前回調査で不十分だった点を克服するために、今回調査では 3 つのコミティを立ち上げて、イラ

ン側関係機関の協力が得られやすいような環境づくりを進めている。4 月 9 日に開催したGeneral

Meeting（アシュティアニ所長も出席）でも説明したが、改めてどのようにしたら IIEES からの

協力が得られるのかを聞かせてほしい。（目黒）

・ザルガリさんからも、本計画への協力を求められている。従来のようなOne-Way 方式（データ

の提供が主で、解析は日本人コンサルタント）という状況では難しいことを、コメントした。

Trilateral な契約ができたらよい（JICA-CEST-Technical body）。このほかなら別途 CEST と

Technical body との契約に基づいて参加することも考えられる。

・今回調査が終了した後でもイラン側が継続・発展させていくためには、“強力なカウンターパー

ト”を創っておくことが重要で、その場合CEST は調整役がメインで、大学・研究機関・赤新月

社などから構成された組織になるのではないか。（調査団）

・今回プロジェクトが、イランにとっても“価値のある”ことは認識している。日々の研究費には

困っていないが、full contribution して良い成果を出したいというスタンスである。

・テクニカルコミティの活動として、それまでにやった内容のReview や Assessment などを、技

術面から行うことも考えられるのではないか。

→このコミティはイラン側委員から構成され、JICA チームが行った内容を検討して、必要なアド

バイスをすることになる（目黒）。

・前回調査と同様な条件ならば参加できないが、Both sides が Equal ならば協力できる。

→CEST が必要な人材を確保して（イラン側の関連機関からも含む）、JICA 派遣の調査チームと、

some parts についていっしょにやれないものか。（目黒）

・ザルガリ氏を信頼しているが、データの提供が主であるのならば協力し難いというのが、われ

われの Situation である。
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上記のほかに、アシュティアニ所長から耐震診断等に関する以下の情報を入手した。

・IIEES の主要業務は、① Seismology、② Geotechnical、③ Structure の分野である。

③の構造では、レトロフィッティングに関する研究も実施中である。ガイドラインを作成し

て、学校・保健所・病院等の公共建物の耐震性能をチェックし、必要な耐震補強を実施すること

を計画している。耐震診断の方法は米国のATC マニュアルをベースにして、これにイランの状

況を加味しており、工場施設の耐震診断を既に実施済みである。

・大統領の下にある Planning ＆ Managing Org. の関連機関である Risk Reduction Counsel で、

Government Office の耐震補強や免震工事が検討されている。また、既存の公共建物のなかで、

例えば学校の 50％ぐらいは、おそらく耐震補強が必要となるのではなかろうか。

以上
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15．Power ＆ Water Institute of Technology

日　時：4 月 14 日（日）12：00 ～ 13：00

場　所：Power ＆ Water Institute of Technology（Shahid Abbaspour University）

出席者：Dr. Mohsen Montazeri（Vice President in Research）

Dr. Nemat Hassani（Head, Civil Engineering Dept.）

Dr. Mojtaba Fazeli（Research Office Manager）

Dr. Saeid Ghorbangbeigi（Deputy of Civil Engineering Dept.）

Dr. Reza Rasti（Academy Staff）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

・目黒団長より今回調査の目的等を説明。

特に地震防災対策のマスタープランづくりがメインになるので、日本人コンサルタントによ

る調査終了後の、イラン側だけによる継続的な維持・発展の重要性を強調。

・PWI 側からの主要なコメントは以下のとおり。（神戸大学で地震工学・耐震設計を研究したハッ

サニ氏らを中心に）

1）日本国大使館の関係者からも、これまでに何回か本計画の内容や協力等について話を聞いたこ

とがあるので、興味をもっている。

2）当大学ではこれまでに、テヘラン市の水道施設に関する耐震性調査を、神戸大学等との共同研

究として実施した経験がある。その際には、前回の JICA 調査結果（テヘラン市の地震マイクロ

ゾーニング）も活用した。現在これに続く水道施設のフェーズ 2 を計画中である。近々契約のう

え、スタートさせたい。

3）水道のほかに、ガス施設の耐震性検討の話も進んでいる。これには日本の大阪ガスもからんで

いる。電力や通信施設についても検討中である。したがって、テヘラン市の“ライフライン”が

らみの耐震調査に関しては、それなりの実績を積み上げつつある。

4）大学の人材、教育機材、及び各種施設（宿泊、会議室、コンピューター、インターネット等）を

長期間かつ低料金で提供することもできる。また本学関係者のなかには、JICA の活動内容（技術

研修、専門家派遣なども含む）をよく知っている人がかなりいるし、またエネルギーがらみを中

心に、フランスとの協力プロジェクトの経験も豊富にある。

→本格調査のなかで、テクニカル・コミティの「ライフライン」メンバーとして参加してもらう

ことになるのではないか。（谷口）

テクニカルコミティで意見交換のほかに、調査団側から最新データの提供などもあるはずな

ので、調査終了後のイラン側研究機関による地震防災研究の活用等にも役立つはずである。

（目黒）

→もちろんそのような打診があれば、参加したい。（ハッサニ氏）

以上
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16．テヘラン市都市計画・デザイン局

日　時：4 月 15 日（月）9：00 ～ 11：30

場　所：テヘラン市都市計画・デザイン局（General Office for City Planning and Urban De-

sign, Municipality of Tehran）

出席者：Mr. Farzan Shirvanbeigy（Secretary of Deputies Council for Districts Urban Plan-

ning and Architecture）

Ms. Sanaz Hosseiny（Central Civil and Architecture Dept.）

Ms. Nahim Tabrizpour（Central Civil and Architecture Dept.）

Ms. Emitis Farahani（Central Civil and Architecture Dept.）

Ms. Azar Allanyari（Tehran Computer Services Organization）

Ms. Mahsa Shahdousi（Tehran Computer Services Organization）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

まず、コンピュータールームを視察し、GIS を用いた都市計画、建物、現況データ、土地台帳等

のデータ収集・整理方法等について説明を受ける（～ 10：00）。

1）ここのコンピューターでテヘラン市内 22 地区の建築許認可業務を把握している（早朝に前日

の情報をインプット）。建築物のデータ収集は 1992 年にスタートし、現在までに市内にある建

物の 80％ぐらいがファイルされている。

2）現地踏査を行ったりして不足データの充実を図っており、5 年以内にはRegistered Buildings

の建物情報をすべてカバーできるようにしたい。「District 7」や「District 20」のデータ充実を

優先させている。

3）1990 年のマンジール地震以後は、人々の地震に対する認識が深まったこともあって、Steel や

RC 構造の建物が増加し、それまで主流だったれんが等の組積構造が減少している。

次いで、中規模だが立派な会議室で、テヘラン市都市計画局スタッフから、改めて以下のよう

な概要が説明された。

4）都市計画のマスタープランは、Ministry of Housing and Urban Development が作成する。こ

の基本計画に従って、テヘラン市がComprehensive plan を作成し、テヘラン市域の土地利用計

画等の具体的な都市計画行政を実施する。道路・公園・建物等に係る規制のほかに、最近では

環境に係る事項、活断層位置と高層ビル建設の許認可なども検討されている。

5）さらに市街地域のこれ以上の膨張を制限し、緑地帯の確保に努めている。1 ／ 2000 のマップ

を作成し、テヘラン市の開発計画を進めているが、テヘラン県内の近隣都市とも調整を図って
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いる。

6）Comprehensive plan のほかに、Community レベルの Local plan も存在する。例えば Bazar

地域再開発計画も立案されてはいるが、実施にまで至っていない。テヘラン市にとっても重要

課題の 1 つであるが、非常に Tricky な要因がからんでいる。

7）前回のマイクロゾーニング調査結果をここでも活用している。高層ビルの地域的な制限や被

害率の高い南部地域の第 17 区、第 10 区の Construction Tax を 10％引き下げて、脆弱な建物の

解体・新築を促進している。逆に北部地域では Tax を 50％引き上げて、建物・人口の密集の回

避を図っている。狭隘な道路を拡幅する際の判断資料にも使っている。

8）今回の調査では緊急時の避難計画等に関連して、古い建物が密集している地域でのオープン

スペースや仮設住宅用地の確保などに成果を活用したい。

以上
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17．住宅・都市開発省

日　時：4 月 15 日（月）15：20 ～ 17：30

場　所：Ministry of Housing and Urban Development

出席者：Mr. Davood Daneshian（General Director of Urban Management Office）

Mr. Pourkamali Bahman（Deputy of High Council of Urban Planning and Architecture）

Ms. Farangis Amin Shanjani（Head, Dept. of City and Urban Planning）

Ms. Mahmood B. Lashkajani（Dept. of Head Office of City Planning）

Mr. Abbas Fulad（Dept. of Head Office of City Planning）

Mr. Masoud Hamzei（Deputy of High Council Office in Urban Planning and Architecture）

Mr. Fareed Mehdian（CEST）

Mr. A. Naderzadeh（CEST）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

入手資料：・Engineering and Construction Board, Ministry of Housing and Urban Devel-

opment “Contemporary Engineering and Architecture of Iran” ,  1999

・Bahman Pourkamali, “Country Report： Building Administration and Technol-

ogy”, Ministry of Housing and Urban Development

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

 [ヒアリング結果の概要]

1）Building code の制定は主要業務の 1 つであり、かれこれ 40 年の歴史がある。しかしながら本

格的に着手・整備され始めたのは 1970 年代以降である。また都市計画のマスタープランを策定

し、この方針に従って、各県・市等が地域事情を加味した細則を定めて運用している。

2）現下の主要な問題点は、次のとおりである。

・住民の流入

仕事を求めてテヘランにやって来て、何年か後には土地を求め、住宅を建てるといったパター

ンである。土地価格も上昇し、その結果比較的土地の安い郊外から多数の人々がテヘラン市内

に通勤している。

・水不足

テヘラン市では種々の対策を講じているが、降雨量不足などもあって人口増加に追いつけず、

例年繰り返される非常に深刻な状況にある。

・建築物の脆弱性

Downtown を中心に脆弱な建築物が多い。テヘラン市を取り囲むGreater Tehran 地域でのマ

イクロゾーニングについても検討中である。これに関連して首都移転の話もある。地震問題と

もからめて、高層建築を制限する方向にある。
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3）各都市の Comprehensive Plan は Province（県）で策定されるが、首都であるテヘラン市にだ

けはその策定権限が与えられている。テヘラン市では周辺都市を含めた Greater Tehran Plan を

作成済みである。

4）目黒団長からのコメント

・防災計画にはテヘラン市の社会経済状況のインプットが不可欠であり、イラン側の協力を強

く求めている。

・どのようにしたら人々が地震に対して危険な状況にあるのかの理解を促すことができるか？

この種の啓発教育プログラムは日本でもいろいろ開発されているので、今回調査を通じてイ

ラン側に技術移転できる。

・耐震設計規準を住民に遵守させる姿勢として、“ペナルティ”ではなく“ベネフィット”を強調

することが重要である。Tax を低減したり、建築に係る各種ローンの利子を下げたりするこ

となども考えられる。

5）建築物の耐震性の向上に関連した問題を 1 つ 1 つ改善していくことが重要である。目下のとこ

ろ建築工事のQuality Control に注意を向けている。（アメリカに 10 年滞在した経歴を有する技

術者の発言）

以上
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18．S／W、M ／ M 調印式

日　時：4 月 16 日（火）10：00 ～ 10：35

場　所：CEST 大会議室

出席者：Mr. Fareed Mehdian（Executive Director, CEST）

Mr. Ahmad Naderzadeh（Senior Researcher, and Head, CEST）

Mr. Ali R. Sabeti（Head, Environmental Div., CEST）

Mr. A.A. Moinfar（Consultant, CEST）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

・前日までに合意準備されていた S ／W、M ／Mについて、目黒団長とCEST のメディアン所長

との間で調印。

・メディアン所長から事前調査団に対する謝辞と 8 月ごろからのスタートが想定されている本格

調査への期待感が表明された。

・これを受けて目黒団長から CEST 及び関係機関からの調査団に与えられた支援協力に感謝する

とともに、前回調査で不十分だった点を今度こそ克服して、テヘラン市の地震防災対策の確立

に向けての本件開発調査の意義を強調した。

・調印式にはイランの有力な新聞社からの取材が行われた。

なお、同日午後5 時 20 分から CEST で、Witness として、テヘラン市長顧問（防災担当）のMr.

Rasoul Zargar 氏が S ／W 及びM ／M に署名した。

以上
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19．日本国大使館へ調査結果報告

日　時：4 月 16 日（火）15：00 ～ 15：20

場　所：在イラン日本国大使館

出席者：二階堂 幸弘氏（臨時代理大使）

田中 泉氏（イラン援助調整専門家）

調査団（目黒、水野、谷口、安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

・「イラン国大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」の S ／W、M ／M が、本日午前中に

CEST で調印されたことを報告し、併せて現地調査報告書を提出。

・谷口団員から調査報告書のうち、協議の経緯、委員会の設置、カウンターパートの任命、コン

ピューターソフトに関連した技術移転等について説明。

・目黒団長から合意事項のうち、特に3 つの委員会（Steering、 Technical、 Implementation）の役

割・意義及び Technical 委員会メンバーに対する報酬支払いのための予算措置（テヘラン市が確

保する）などについて説明。

・大使館への依頼事項として、M ／M に記載されている本格調査団派遣の前提条件となる『5 月

末までに、① 3 つの委員会の設置、②各委員の任命、③ CEST によるカウンターパートの配置

（適切な人数を選定し、そのリストを日本側へ提出する）を行うこと』についてのフォローアッ

プを要請。

以上
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20．テヘラン GISセンター

日　時：4 月 17 日（水）14：20 ～ 15：45

場　所：Tehran GIS Center

出席者：Mr. Alireza Azari（TGISC）

Mr. Shahram Shahabian（TGISC）

Mr. Kambiz Jalilehvand（TGISC）

Mr. A. H. Moikarai（TGISC）

Mr. A. R. Dehgham（Negareh Co.）

Mr. Karim Daeriski（Negareh Co.）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

テヘラン市 GIS センターの概要は次のとおり。

1）1 ／ 1000、1 ／ 2000 のマップを含む最新のデータが蓄積されているが、これらの情報のなかに

は 7 ～ 8 年前のも含まれている。新規プロジェクトや既存建物の用途変更や増改築データについ

ては、スムーズなデータ取得ができなかったりして、不完全な部分もある。今回の調査に対する

これらのマップデータの提供に関する支障はないように思われる。

2）Landuse Plan、Master Plan、Comprehensive Plan に係るデジタル情報もファイルされてい

る。なお、GIS センターのマップと水道・ガス等の企業で使用されているものとの間で、必ずし

も互換性があるとは言えない。デジタルマップのデータソースの相違等に起因する。

3）この組織は 1992 年に設立され、現在のスタッフ数は約 70 名である。なお、コンピューターソ

フト会社である“ネガレ”からの出向者が大半を占めている。

4）マイクロゾーニングを含むエンジニアリング関連のマップも多数取り扱っている。

なお、このセンター内には“Map Gallery”があり、歴史的な価値のある古地図類や測量・地図

製作機械等が展示されている。

以上
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21．アバスプール大学 PWIT（ハッサニ氏）（ライフライン施設の耐震研究について）

日　時：4 月 18 日（木）9：00 ～ 11：00

場　所：Raamtin Residence Hotel、レストラン内

出席者：Mr. Hassani Nemat（Head, Civil  Engineering Dept. ,  Power ＆ Water Institute of

Technology, Ph.D.）

調査団（安藤、竹下）

入手資料：Shiro Takada, etc. ,  “A Study on Seismic Risk, Impact by Service Interruption

and Earthquakes Preparedness in Tehran Water  Supply System” ,  Earthquake

Laboratory Civil ＆ Architecture Department, Kobe University, March, 2000

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

ライフライン構造物を中心に、地震防災対策研究の現状をヒアリング。

・イランでは地震防災計画のような、ソフト分野を研究している人は限られている。私（ハッサニ

氏）もやり始めたばかりであるが、IIEES（2 人）やテヘラン大学（2 人）が主要なメンバーであ

る。関係者をリストアップし、専門分野・主要論文等をまとめて、本格調査でのコミティ委員選

定の参考資料に供したい。

・神戸大学の高田至郎教授の下で、「直下型地震を受ける大都市水道ライフラインシステムの機能

維持と復旧・復興戦略に関する研究」を実施した（2000 年 3 月終了）。テヘラン市水道システム

を対象にした研究である。引き続いて、テヘラン市南東部に焦点をあてた研究を実施した（3 か

月後に報告書を提出予定）。さらに、今後他地区についても実施を計画している。いずれも被害

予測が中心である。

・ガスについても、Tehran National Gas Co. と日本の大阪ガスを含む組織で、水道と同様な研究

を、近々スタートさせる予定である。電気は、Tehran Electric Co. と関西電力との間で話が進

んでいる。同様に通信がらみも、本年末までに実施の目途を立てたいと思っている。（Iran Tele-

communication Co.）

・いずれの調査研究でも、対象となるライフラインの“ネットワーク、設備、建物”を中心に検討

する。例えば、水道ではテヘラン市の水道システム、想定される地震動、被害予測、断水による

影響、及び地震災害予防（施設の耐震化、緊急対応の準備）を行った。

・水道とガスでは、使われている GIS システムが異なるので、その調整が必要である。

→今回調査のアクションプランのなかでは、セクターごとに具体的なプロジェクトが検討される

ことになるので、その際にこれらの研究結果がうまく取り入れられるとよい。（竹下）

・研究内容の 70 ～ 80％は、日本のやり方に類似している。マンホールと水道パイプとのジョイン

ト方法や断層を横断するような場所での対処策などは、USA のやり方が参考になる。

・Tehran Water and Sewage Co. には、耐震対策等の分かるような技術者がいないので、上記の
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研究には参加していない。

→ライフラインのように、ある程度調査研究が進んでいる分野とそれ以外とを、今回調査のマス

タープランづくりのなかでよく認識しておくことが必要である。（安藤、竹下）

・現在のイランでの地震防災対策に関して、技術分野はある程度進んでいるが、これに比べ防災

行政分野に係る調査研究は遅れている。

・その他

標準的な建築工事単価を 120US$ ／ m2 とすれば、耐震補強工事費として 40US$ ／ m2 ぐらい

が必要になるのではないか。10％では難しく、30％ぐらいが必要か。最も建物全体を補強する

のではなくて、1 ～ 2 階あたりだけでも十分な効果が期待できる。工事をやるとなると、追加す

る壁やブレースと既存躯体との接合方法が問題になる。

（以上はすべて日本語によるヒアリング）

以上
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22．UNDP イラン事務所

日　時：4 月 22 日（月）11：00 ～ 12：00

場　所：UNDP Office

出席者：Mr. Hossein Jafari Giv（Programme Officer）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（安藤、竹下）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

主なヒアリング結果は以下のとおり。

1）1990 年 6 月のマンジール地震での大被害を受けて、UNDP からイランの地震防災に対する技術

援助が実施された。内務省と共同で、Sharif University of Technology や University of Tehran

の協力を得て実施され、既に終了している。現在進行中のプロジェクトは赤新月社との Search

and Relief, Rescue の運営組織づくり、Disaster Emergency Center 設立、及び防災に係るWork

shop の開催などである。1995 年から自然災害（主として洪水対策）のプロジェクトが実施されて

いる。規模は 2,500,000US$ で、当時内務省にいたザルガリ氏が署名者であった。テヘラン市も

1998 年には洪水被害を受けている。

2）向う数か月以内に、UNDP の Sub-Regional Natural Disaster Emergency Center を、このイラ

ンに設立しようとする計画をスタートさせたい。イラン周辺国をもカバーする機能を有し、300

万 US$ 規模のプロジェクトである。この6 月ごろからBlue Print づくりに着手し、センターの目

的・業務範囲・活動内容等を確定したい。この計画には内務省、赤新月社、IIEES などの参加が

想定される。現状を整理したうえで、計画概要を CEST へ送付する。

3）このセンターでの調査研究の主要な災害対象は洪水（Flood）である。地震に比べて発生頻度が

高く、被害額も大きい。Prevention を重視し、構造物の補強・改良だけでなく、例えば住民参加

による森林の育成などのNon-Structural Measures に力点が置かれている。また旱魃（Drought）

による災害もイランでは深刻な状況で、毎年のように被害が発生している。

4）地震災害については、住民への広報、啓発、教育訓練等のソフト対策を重視している。地震に

対する正しい理解や耐震設計規準等がきちんと守られた設計や工事監理が行われれば、被害の大

幅な低減が図れるはずである。また、住宅を購入する際に、“地震に安全な家ですか？  役所から

発行された工事完了証明書を見せて下さい”といったような Safety Culture をこのイランに醸成

したい。

以上
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23．District-10 区役所

日　時：4 月 22 日（月）14：30 ～ 17：40

場　所：District-10 Headquarters Office

出席者：Mr. Farahnaz Kazemnezhad（Supervisor of District 10 Office）

Mr. D. Vahdati（District 10 Office）

Mr. N. Niksirat（District 10 Office）

Mr. Parzam Shivanbeigy（District 10 Office）

Ms. D. Vahdati（Computer Services Organization）

Mr. K. Cyrusuan（Marlic Computers Co.）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

調査団（安藤、竹下）

入手資料：District 10 Headquarters Office, “Visitors Guide（Pamphlet）”（In Persian）

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　前回調査で地震被害リスクが高い地区の 1 つであったDistrict-10 の本部庁舎を訪問し、主とし

て建築手続等を中心にヒアリングした。この地区はテヘラン市の中南部に位置した比較的面積の

小さな区であるが（約 800 ha）、人口密度は約 350 人／ ha で最も高く、住宅地の占める割合が非

常に大きいことが分かる。

・建築物の設計申請、工事着工、及び完了証までが一貫してコンピューター処理されており、この

なかには建築物に関する諸データも含まれている。

・建築関連の担当部署としては、設計関連セクションと工事関連セクションとに明確に区分され

ている。約 40 人のスタッフで対応しているが、このなかにはアーキテクトやエンジニアも含ま

れる。

・最近のデータとして、建築申請件数 3,400 件／ 10 か月間、工事完了証 1 万 3,000 件／ 10 か月間

ぐらいである。完了証には新築だけでなく改築等も含まれているが、圧倒的に新築が多い。

・District-10 の全体予算枠はテヘラン市長が決定する。税収入の相当な部分が建築物の設計、工

事申請に関連した税金で、これはテヘラン市の徴税構造の大きな特徴である。

・前回のマイクロゾーニング調査で、当該地区の被害予測が非常に高かったことはよく承知して

いるが、今のところ具体的な防災対策にまでは結びついていない。ただし、オープンスペースの

確保や高層建物の耐震設計等に留意している。

この後庁舎内を視察（建築申請セクション、工事監理セクション、データ処理センター、税収入

セクション等を約 1.5 時間かけて回る）。

以上
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24．テヘラン市交通管理センター

日　時：4 月 23 日（火）10：40 ～ 12：40

場　所：Tehran Traffic Control Center

出席者：Mr. Zaker（Tehran Traffic Control Center）

Mr. Rahram（Tehran Traffic Control Center）

Mr. B. Abdollahi（Tehran Traffic Control Center）

Mr. Ahmad Naderzadeh（CEST）

Mr. A.A. Moinfar（CEST）

調査団（安藤、竹下）

入手資料：Meteorological Organization（IRIMO）, “Pamphlet”

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

当センターの概要は次のとおり。

1）1991 年に設立され、4 年前に現在の建物へ移転してきた。吹き抜けの大コントロールセンター

もあり、また大地震を考慮した耐震設計がなされている。主要な業務はテヘラン市内の交通と大

気汚染の監視である。市内の主要な監視スポットをネットワーク化し（ビデオを含む）、Traffic

Police 等の関連組織にも、自動車事故の発生情報などをも流している。

←日本では交通事故の処理は警察部門の担当になっているが？

→テヘラン市でも将来的には Traffic Police に移管する方向で検討されている。

2）上階に設置されている指令室は、災害等の発生に伴う緊急時対応システムも備えている。すべ

ての District とはもちろんのこと、警察、赤新月社などとの連絡網も完備している（無線、ラジ

オによる連絡手段も含む）。ただし、大地震時にはこれらのシステムが混乱し、病院などとの連

絡に支障を来すことが想定される。これらのWeak Point については、現在研究中であるが、新

システムの骨格等は見定められている。

3）現在のシステムは 10 年前につくられ、逐次追加・改善が加えられてきた。市内の交通状況等の

監視・コントロールはビデオマネージメントシステムとラジオシステムである。タクシーなどか

らも当センターへ交通情報が入ってくるし、またここのスタジオからラジオを通じて一般市民に

交通情報が流されている。

この後で上階にあるコントロールセンターを見学した。

4）6 階にある監視センター

市内の 7 か所に設置された監視サイトから、常時大気の汚染状況を監視し、関係部署に必要な

情報・指示等を伝達する。
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5）7 階にある Highway Traffic Control 室

市内の 38 か所に監視カメラが設置されており、交通渋滞の状況をリアルタイムで監視してい

る。

6）8 階にある Tehran Traffic Control ＆ City Management Center

主として大型車両を中心とした交通コントロールを行っている。以前このコントロール室で

District 17 の防災訓練を実施した際には、テヘラン市の Deputy Mayor も参加した。

以上
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25．CEST・日本国大使館への事前調査結果の確認

日　時：4 月 23 日（火）15：00 ～ 17：00

場　所：CEST

出席者：Mr. Fareed Mehdian（Executive Director, CEST）

Mr. Ahmad Naderzadeh（Senior Researcher, and Head, CEST）

Mr. Ali R. Sabeti（Head, Environmental Div., CEST）

Mr. A.A. Moinfar（Consultant, CEST）

田中 泉氏（日本国大使館イラン援助調整専門家）

調査団（安藤、竹下）

入手資料：CEST で収集した関連資料を後述

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

・コンサルタント団員による追加調査の終了にあたって、これまでの現地調査結果（4 ／ 1 ～ 4 ／

23）を総括した「Summary of Preparatory Survey Results」をベースにして調査結果を説明し

た。

・別の会議出席のため中途退席せざるを得なかった田中氏が S ／W にも記載されている下記の 2

点について CEST 側の早急な対処を要望。

①　3 つの委員会を構成する各委員の指名。

②　本格調査に従事する CEST 側カウンターパートの指名と日本側へのリストの提出。

・総括レポートの内容構成は次のとおり。

1． テヘラン市における都市防災管理計画の現状

1.1 概況

1.2 テヘラン市の防災管理体制

1.3 各機関の役割・責任

1.3.1 都市防災

（1）都市計画と土地利用規制

（2）ライフライン施設

（3）緊急対応計画

（4）赤新月社による緊急時対応計画

（5）その他関連機関

テヘランGIS センター、テヘラン市都市計画局、テヘラン市コンピューターサービス

等

1.3.2 耐震構造建築

（1）耐震設計規準
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（2）既存建築物の耐震性

（3）耐震診断と耐震補強

2． 本格調査での留意点

2.1 調査実施上の留意点

（1）基礎調査

（2）マスタープランの策定

（3）アクションプランの作成

2.2 プラン作成上の留意点

2.2.1 都市防災

（1）将来を見通した都市計画の必要性

（2）都市施設の耐震性向上

（3）建築物補強の優先順位

（4）緊急対応への 2 つのアプローチ

2.2.2 建築物の耐震性向上

上記の内容については字句修正等を除いて、CEST 側にも基本的に了解された（レポートを添

付）。

なお、この協議は、日本国大使館への帰国前報告会も兼ねて実施された。

以上
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〔CEST で入手した関連資料〕

①　Faribory Nateghi-Alahi,  “Seismic Retrofit t ing of a Ten Story Steel  Framed Hospital” ,

Journal of Seismology and Earthquake Engineering, Volume 2, No. 3, Summer, 2000

②　F. Natehi-A, F. Abasahi, “Seismic Evaluation of Concrete Structures”（In Persian）, IIEES

Report No.73-94-6, September, 1994（目次のみ）

③　F. Nateghi Alahi,  K. Eghlimi,  “Seismic Vulnerabil i ty of Existing 4 Story Steel  Build-

ings”  （In Persian）, IIEES Report No.78-2000-14, 1999（目次のみ）

④　F. Nateghi-a,  “Seismic  Vulnerabili ty Evaluation of Buildings： Modified ATC Method

Using Iranian Seismic Code ”（In Persian）, sponsored by the Interior Ministry（NONDR）＆

I.R. Housing Foundation, 1999（目次のみ）

⑤　F.Nateghi-A,N.A.Hossainzadeh,  “Seismic  Vulnerabi l i ty  Analysis  of  R ／ C Buildings

with Shear Walls： A Simplified Methodology ”（In Persian）, sponsored by Housing Foun-

dation, 1999（目次のみ）

⑥　F.Nateghi-a,“Guidelines：Seismic Retrofitting of Existing Steel Buildings”（In Persian）,

sponsored by Housing Foundation, 1999（目次のみ）

⑦　Mirghaderi, Farjudi, Joharzadeh（University of Tehran）, “Evaluation  of Vulnerability of

Existing Steel Buildings and How to Strengthen Them against  Earthquake”（In Persian）,

sponsored by UNDP ＆ I. R. Housing Foundation, Spring, 1996（目次のみ）

⑧　Building and Housing Research Center, “Iranian Code of Practice for Seismic Resistant

Design of Buildings, 2nd Edition”（In Persian）, Autumn 1999（Table of Contents のみ英訳）

⑨　Building and Housing Research Center,  “Code of Practice for the Earthquake Resistant

Design of Road and Railroad Bridges”（In Persian）, 1996

⑩　Tehran Municipality, “Seismic Design and Calculation of Bridges”（In Persian）, August,

1995

⑪　M. Ghafory Ashtiany, “Earthquake Disaster Reduction Technology in Islamic Republic

of Iran” , 30th Anniv. of IISEE, Tsukuba, Japan, 1992

⑫　Writer Unknown, “Country Report：National Disaster Reduction in Iran” ,  IDNDR-ES-

CAPE Regional Meeting for Asia, 23-26 February, 1999, Bangkok-Thailand

⑬　A.A.Moinfar, A. Naderzade, “An immediate and preliminary report on the Manjil ,  Iran

Earthquake of 20 June, 1990”, Building and Housing Research Center, July, 1990

⑭　A.A.Taheri  Behbahani,  “A philosophical  approach to seismic codes for buildings”（In

Persian）, Summer, 1997

⑮　F. Nateghi A.,  “Existing and Proposed Earthquake Disaster Management Organization

for Iran”,  First Iran-Japan Workshop on Recent Earthquakes in Iran ＆ Japan, Mary 16-18,

1998, Tehran, Iran

























１．対象事業名

　イラン国大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査

２．我が国が援助することの必要性・妥当性
（１）現状及び問題点

断層長さ（km）
断層幅（km）
マグニチュード（Mw）
住宅被害数（戸）・（％） 483,212 55.2 312,951 35.7 113,132 12.9 445,958 50.9
夜間発生時の死者数（人）（%） 382,822 6.0 126,204 2.0 20,107 0.3 301,515 4.7
昼間発生時の死者数（人）（％）199,876 3.1 80,435 1.3 16,415 0.3 176,366 2.8

出所：JICA「大テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査」最終報告書, 2000年

区番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
死者数（人） 2,719 8,812 5,187 6,777 5,768 6,517 12,817 14,610 9,755 21,983 31,635
割合（%） 1.2 2.0 2.4 1.1 1.4 3.1 4.6 4.4 5.7 7.9 14.7
区番号 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
死者数（人） 37,058 10,312 22,968 50,973 29,732 28,547 24,564 16,472 30,188 4,776 651
割合（%） 20.1 4.6 6.3 8.6 10.5 9.8 8.4 7.9 10.1 3.8 1.2

出所：JICA「大テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査」最終報告書, 2000年

（２）国家開発計画、地域開発計画、分野別計画などの計画と当該案件の整合性

（３）他国機関との関連事業との整合性

（４）我が国の当該国への基本的援助方策との整合性

　３．事業の目的

　４．事業の内容
（１）対象
　　

　　

（２）アウトプット
(a) 計画策定：大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画のマスタープラン、同アクションプラン

　現在、イランではUNDP（国連開発計画）の支援により全国レベルの総合防災計画の策定が行われている。これは、国レベルの適切な
防災組織体制の整備とその他防災管理計画からなる。また、この調査では自然災害のうち水害に焦点を当てており、農村部を含めた自
然災害への対応方策を中心に検討が行われている。本件調査は、テヘランという大都市を対象とした地震災害対策であり、UNDPの支援
により実施されているこの調査とはその対象において適切に役割分担が図られていると言える。

　イランは、産油国として我が国にとって重要な位置を占めていることから、我が国は従来、有償資金協力及び専門家派遣、研修員受
入、開発調査等の技術協力といった相当規模の援助を実施してきた。現在、我が国としては、湾岸地域の平和と安定の観点から、イラ
ンが近隣諸国や主要国との関係の安定化を実現するための行動をとることが必要との基本的考え方を有している。
　JICAにおいては、対イランの国別援助計画は未策定であるが、我が国も世界有数の地震国であり、地震防災の技術、施策は高く評価
されているため、防災協力は積極的に貢献できる分野である。1990、97年の地震災害に対しては、人道的観点から、国際緊急援助隊の
派遣、緊急援助物質の供与を行った実績がある。

（１）地震に対する総合的な都市防災マスタープランの策定を通じて、大テヘラン圏の防災対策の全体像を明確にする。
（２）優先的に実施すべき対策及びその手順を示し、実際の防災対策の実施に結びつける。
（３）調査の実施を通じて、イラン側関係者への技術移転を行う。

フローティングモデル

事業事前評価表（開発調査）
作成日：平成14年5月15日

担当事業部：社会開発調査部社会開発調査第二課

　イラン国（面積162万km2、人口6200万人、一人あたりGNP1650ドル、1998年統計）の首都テヘラン市（面積720km2、人口800万人、
2000年推計）は、世界でも屈指の地震多発地帯に位置しており、約150年周期でたびたび大地震に見舞われている。1830年以来大きな地
震は発生していないが、20世紀以降急激に都市化が進んでおり、ひとたび発生すれば未曾有の大惨事になることが想定される。
　同国政府の要請に基づき、JICAは1998年から2000年にかけて、「大テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査」を実施した。同調
査ではGIS（地理情報システム）を活用した自然・社会条件のデータベース化、地盤調査、地震シナリオの設定、被害想定等を行い、地
震防災計画作成の基本情報にあたるマイクロゾーニングマップを策定した。調査の結果、最悪の場合、死者数38万人にも及ぶ被害が見
込まれることが判明した。

　地震被害規模が算出されたことを受け、平常時→地震直後→復興期と系統立てた被害緩和措置を取りまとめる必要があるが、テヘラ
ン市にはそのようなマスタープランが存在しない。1999年末に内務省国家自然災害軽減委員会は同市に対し、都市防災管理計画を策定
するように命じており、市の地震環境研究所（CEST）がその責を担うこととなったが、CESTには十分な技術と経験が蓄えられていない
のが現状である。

　イランの防災対策の歴史は浅く、1991年に初めてその責任と権限が内務省に割り当てられた。その後2000年になり、テヘラン市の防
災行政が市当局に移管されることとなった。現在、テヘラン市の防災組織体制は、市防災顧問の下、防災活動の実施に責任をもつ「総
合災害管理局」と、調査・計画部門を担う「地震環境研究所」2部局体制である。現在計画中の災害管理計画は、総合災害管理局による
緊急対応計画にとどまっており、平常時の備えを含めた総合的な都市防災計画の策定には至っていない。
　以上のことから、本調査はイラン国における国家計画に合致しており、本調査実施機関による総合防災計画の策定が待たれていると
ころである。

表-１　モデル別地震被害予測

16 27 30 10
68

レイ断層モデル
58

モシャ断層モデル

6.7 7.2 7.2

表-2　地区別死者数（レイ断層モデル、夜間発生時）

6.4

26
北テヘランモデル

13

(a) 調査対象：テヘラン市全22区及び隣接する緩衝地帯（大テヘラン圏）
(b) 技術移転の対象：テヘラン市地震環境研究所（CEST）

(b) 技術移転：総合都市防災技術、災害応急対応技術、都市計画技術、耐震構造技術、都市設備計画技術等。
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（３）インプット：以下の投入による調査および技術移転の実施。
(a) コンサルタント（分野/人数）

人数 人数
総括／都市防災 1 経済分析 1
副総括／災害管理 1 組織・制度 1
都市計画 1 災害救援・災害医療 1
建築構造 1 GIS 1
インフラストラクチャ／ライフライン 1 情報・通信 1
コミュニティ防災／社会分析 1 合計 11

(b) その他 再委託調査（防災意識調査、耐震診断）、防災普及セミナー、ワークショップ、研修員受入等

（４）総調査費
調査に要す費用 3億円（概算）

（５）調査のスケジュール

2002年8月～2004年9月

（６）実施体制

５．成果の目標

（１）提案計画の活用目標
(a)策定されたセクター別計画が関連計画の中に組み入れられる。
(b)策定されたアクションプランが具体化される。

（２）活用による達成目標

(a)大テヘラン圏において、地震による人的・物的被害が軽減する。

(b)イラン国における防災行政が向上し、緊急時においても統治能力が相当程度確保される。

６．事業実施上の外部要因リスク
 

（１）協力相手国内の事情

（b）行政的要因：イラン側で設置する運営・技術・実行の各委員会が機能しなくなること

（d）社会的要因：国内外で政治的に不安定になり、治安が悪化すること

（２）関連調査の遅れ：

７．今後の評価計画
（１）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

　・テヘラン市当局が、策定されたマスタープランをもとに、防災計画、緊急時対策等を進めたか
　・関係機関が、アクションプランに基づき、事業計画を定めて、実施しているか

（b）活用による達成目標の指標

　・脆弱建物数（既存不適格建物数）、道路率、空地率、その他提案施策の達成指標
　 　・調査の過程で設定される予測死亡率、予測建物被害率

（２）上記(a)および(b)の評価タイミング

　フォローアップ調査によるモニタリング (毎年)

　　

開催頻度

表-3　コンサルタントの分野及び人数

イランの防災技術や社会経済状況
を考慮しながら、調査を適切な方
向に導く

Implementation Committee

表-４　各委員会の役割、構成、開催頻度

2カ月に1回を原則
とし、必要に応じ
て追加開催する

2カ月に1回を原則
とし、必要に応じ
て追加開催する

名称 役割 構成

調査団及びCESTに対して、調査に
必要な情報を提供するとともに、
対策を実施する観点から助言を行
う

Technical Committee
技術委員会

テヘラン市防災顧問を議長
とし、下記の2つの委員会
からの代表で構成する

大学及び研究機関の研究者
にて構成する（都市防災、
建築構造、災害医療、地質
等）

行政機関及び民間部門の代
表者にて構成する（中央及
び市の関係機関、公共サー
ビス会社）

Steering Committee

実行委員会

運営委員会

調査団及びCESTに対して、調査に
必要な情報を提供するとともに、
技術的な観点から助言を行う

(b) 協力相手国実施機関の責任者：������������	
��
���	������������������

分野

　事後評価：2010年（6年後）（短・中期施策の実施評価）
　　　　　　2015年（11年後）（長期施策の実施評価）

（a）政策的要因：経済対策重視により、防災対策の相対的な優先度が低下すること

（c）経済的要因：経済環境の悪化に伴い、防災対策関連予算が縮減されること

特になし。

(a) 協力相手国実施機関名：テヘラン市地震環境研究所（CEST）

原則報告書提出時
とし、必要に応じ
て追加開催する

なお、本件調査は地震防災に関わる総合計画であることから関連する機関が多く、また計画された対策が実際に実施されて
いくためには、事業に権限と責任を有する関係機関のコミットメントが必要である。さらに地震防災に関わる各種技術を適
切に更新していくためには、大学を含む研究機関の協力が不可欠となる。そこで、本件調査では、調査の運営、技術支援、
実施支援の3つに関して、それぞれ委員会を設置する。

分野
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